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司法書士法教育ネットワーク 第５回定時総会・記念研究会 

消費者市民を育てる消費者教育と法教育 ～消費者教育推進法の制定を受けて～ (6-1) 

  2013年6月16日(日)午後1時45分～午後4時40分 京都司法書士会館 にて 

 

登壇者：田實美樹氏  司法書士 司法書士会法教育ネットワーク事務局 

    前田道利氏  司法書士 奈良青年司法書士会法教育委員会委員 

    大野栄司氏  司法書士 大阪司法書士会法教育推進委員会前委員長 

    沖本真由美氏 司法書士 広島司法書士会会員 

    小牧美江氏  司法書士 近畿司法書士会連合会法教育推進委員会前委員長 

進行役：浅井健氏   司法書士 司法書士法教育ネットワーク事務局次長  

 

（１） 

浅井   事務局次長の浅井と申します。よろしくお願いいたします。 

 このたび「消費者教育の推進に関する法律」が施行されまして、それを受けて

当ネットワークの方でも役員会声明を発表させていただきました。消費者教育推

進法の意義であるとか消費者市民社会の意義を適切に紹介していくということ

と、指針にありました消費者の特性、場の特性といったことに応じた消費者教育

のあり方を積極的に進めていこうという声明です。 

 今回、記念研究会のテーマとして消費者教育をテーマであげさせていただいて

おるんですけれども、その実際の場としての児童養護施設での消費者教育、特別

支援学校での消費者教育、高齢者、それと中学、高校での消費者教育ということ

で、法律にあります場の特性、消費者の特性をふまえた実践例を提案しながら、

後の討論会の方でみなさんと議論させていただこうということで進めていきたい

と思っています。 

 最初に登壇いただきます当ネットワークの事務局の田實の方から、この法律の

施行についての情報と、この法律がどういったものかを、みなさんには釈迦に説

法かもしれないのですけれども、ご理解いただくということで進めさせていただ

きたいと思います。  

 

① 消費者教育の推進に関する法律の施行にあたって（報告） 

 

田實   こんにちは。司法書士の田實と申します。ネットワークの事務局員をさせてい

ただいております。 

 今日は実践紹介、授業提案の前に、少しだけ消費者教育推進法についてお話し

します。「20分でわかる消費者教育推進法」ということで、かいつまんで説明を

します。逐条解説というか、条文を解説するのではなく、私が読みながらこれが

ポイントと思ったところを中心にお話しさせていただこうと思います。私の資料

はこの「消費者市民社会って？」（注：消費者庁リーフレット）と書いてあるの

が表紙になっているんですが、資料の順番がバラバラなので、お示ししますので

それを見ながら聞いていただけたらと思います。 

 まず最初に「消費者教育の推進に関する法律」についてなのですが、資料はそ

の概要が書かれた表のようなもの（注：消費者庁資料「消費者教育の推進に関す

る法律の概要」）を見ていただけたらと思います。条文自体は20条ほどなんです

が、よくまとまっているのでこれが一番見やすいと思います。条文が気になる方

は消費者庁のホームページからリンクでとべますので見てもらえます。 

 この法律は議員立法なのですが、私、昨日ちょっとたまたま、この議員立法の

動きに消費者研究の側から携わった方の講演を聴く機会がありました。裏話を聞

いておもしろかったんですけれども、2008年ぐらいに自民党の議員の方が中心で

始まって、政権交代があって滞っていたんですけども、2012年にまた始まったそ

うです。 
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 その中で2012年8月に成立したんですが、この法律に「市民社会」という言葉

が入っていまして、消費者市民社会、その市民社会という言葉にすごく議員さん

が抵抗を示したらしいんです。市民社会というと市民運動を連想させてそんな言

葉は、他の法律に全然入ってないけど入れてええんか、みたいなことで議論があ

ったんですけど、それを説得して成立にこぎつけたというお話を聞きました。 

 この法律の目的なんですけども、もとの文章、条文はむちゃくちゃ長いんです

けども、ひと言で言うと、上に書いてある消費者教育の総合的かつ一体的に推し

進めようということ、そのままなんですけども、これが今回キーワードになって

います。今日はパワーポイントは作ってないので、アナログでキーワードをお示

ししながら・・・。（注：ここでキーワードを大きく書いたうちわを取り出す。

会場笑い。）このうちわ、某番組でやってて、見て見てっ！ていう感じでええな

あと思いまして。 

 キーワードは「総合的かつ一体的」なんですけど、断片的でないということで、

これは国が推し進めていくんだよという決意表明、そのためにどうしたらいいか

ということを条文にどんどん書いていって、目的を定めてこういう経緯があって、

基本理念でやっていきます。右側に国と地方の責務、努力義務ではなく、責任も

ってやってやということを明らかにしています。 

 条文の目的（１条）の中に、「消費者教育の機会が提供されることが消費者の

権利であることを踏まえ」と明言しているところが新しいというか、そこに決意

が表れているということです。 

 次に定義（２条）なんですけど、消費者教育とは、そのまままず読むんですけ

ど、「消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育」、よくい

ろんな場でされている今までの従来型の教育、その下に括弧書きで、「消費者が

主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性について理解及び関心を

深めるための教育」、消費者市民を育てるための教育を含む。というのは消費者

教育の中にいろんな活動を全部含んでやっていくんだよということを表していま

す。「及びこれに準ずる啓発活動」というのは、教育は学校以外の場においても

さまざまな主体が多様な分野の教育、啓発的活動に取り組んでいるので、それも

全部、合切含めて、みんなであらゆる機会をとらえて消費者教育をやっていきま

しょうということになっています。 

 次に「消費者市民社会」、これ今日のキーワードでよく出てくるんですけど、

これもすごく長いんですけど、これについては１枚目のリーフレット「消費者市

民社会って？」の裏面の２番目のＱに「「消費者市民社会」とは？」と書いてる

んですが、一人一人の消費者が、自分だけでなく周りの人々や、将来生まれる人

々の状況、内外の社会経済情勢や地球環境にまで思いをはせて生活し、社会の発

展と改善に積極的に参加する社会を言います。 

 家庭科の教科書とかでも今どんどん入ってるんですけど、消費者の権利という

のがあります。消費者の権利は一応、今教科書に出ているのでも８つ挙げられて

います。このように安全である、知らされる、選ぶ、意見を反映される、補償を

受ける、消費者教育を受ける、健全な環境のなかで働き生活する、これが消費者

の権利として書かれています。これを提唱したのは国際消費者機構というとこな

んですが、消費者団体の国際機関のようなところです、そこが、提唱しています。

あと、消費者の責任というのも五つ提唱されていて、教科書にも載ってみんなで

自覚しようということで、批判的意識を持つ、主張し行動する、社会的関心を持

ち他者や弱者への影響を自覚、あと団結して連帯するとなっています。結局、こ

ういうことを意識して行動できる市民を育てることが、消費者市民社会が目指す

ところだと思います。 

 次に基本理念なんですけれども、ここのなかに「体系的に推進する」とありま

して、幼児期から高齢期までの段階特性に配慮と書いてます。もとの条文はプラ

スして消費者の特性にも配慮すると書いてるんですが、「消費者の特性」とか、
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「場の特性」とか、今日講演される中身、分類の中でもあるんですけど、「消費

者の特性」というのは年齢や性別、障がいの有無、パソコンが得意だよとか、あ

んまりパソコンが見れない環境にあるとか、消費者教育に関する消費者の知識の

多い、少ない、あと、学生だ、主婦だ、働いているという特性にいろんな人がい

る、いろんな段階のいろんな年齢の人たちに、どういう消費者教育がふさわしい

かというのを体系的にちゃんと推し進めようということです。 

 「場の特性」の「場」なんですけど、学校、地域、家庭、職域の、今日のテー

マでしたら児童養護施設、特別支援学校、高齢者を見守る場、あと学校なんです。

あと、「多様な主体間の連携」のところで、いろんな主体があるんですけどその

中に弁護士や司法書士も入ってきています。いろんな職種のいろんな人たちがあ

らゆる機会をとらえて消費者教育をしていこうということです。一番下にも「環

境教育、食育、国際理解教育等との有機的な連携」とありますが「等」の中に法

教育や金融経済教育というのも含まれています。 

 地方公共団体の責務の欄の真ん中ほどに、「消費者教育推進地域協議会」とい

うのが書いてあり、自治体によって今、どんどん作っていってるところだと思う

んですけど、そういところに司法書士も入っていって、構成員としていろいろ意

見を言っていくというのもひとつの考えだと思います。 

 あと、大きいＡ３の表（注：「消費者教育の体系イメージマップ」）がついて

います。これは一見わかりにくいんですけど、教育の内容について各主体間の連

携を深めるために、みんなが共通認識を持つ道具として使って下さいということ

で示されたものです。 

 右側に見ていくと幼児期、小学生期とライフステージ別に順に右側に並んでい

ます。重点領域ということでタテに見ると対象領域が並んでいます。色が四つに

分けてあります。以前「体系シート」というのが示されていたと思うんですけど、

それには、「契約と取引」「情報」「安全」「環境」という四つに分かれていた

と思います。今度は、この体系になったときは、同じ四つなんですけど、「環境」

というのが「消費者市民社会の構築」というふうに分野の名前を大きく広げて変

わっています。そして前のときは環境が一番下にきていたんですけど、今回は、

「消費者市民社会の構築」を一番上に持ってきている。これはすごく力を入れて

いるんだよ、意味があるんだよということを、昨日の消費者教育推進法に携わっ

た方の講演でそのように聞きました。この消費者教育推進法で一番押し出したい

のは、消費者市民社会を担う消費者を育てていこう、みんなでいろんな機会をと

らえてやっていこうということだと思います。 

 この消費者教育推進法の国の決意表明を受けて、私たち司法書士法教育ネット

ワークも役員会声明を発表しました。その資料が「「消費者教育の推進に関する

法律」の施行にあたって」と書かれたもの（注：下記リンク参照）です。 

http://laweducation.sakura.ne.jp/koukai/statement_20130119.pdf 

これ、上の方は今まで話してきたようなことが書いてあるんですが、司法書士法

教育ネットワークの活動指針として、このようにいろんなことを紹介したり、提

案、貢献ができるように、また、施策のいずれにも積極的に協力していきますと

いうことを書いてます。 

 消費者教育推進法が成立するとき議員がボタン押して投票するんじゃなくて、

起立してやったらしいんですが、昨日お話を聴いた消費者教育推進法に携わった

方は、人が立ってやっと成立したという瞬間に立ち会って鳥肌が立ったと言うて

はって、やっぱり熱意を持ってみなが消費者教育をやっていかなあかんというこ

とをすごい願ってできた法律なんだということがすごく、肌で感じられました。

今日こうしてネットワークでみなさんといろんなお話をし、議論させていただく

ということも、熱意のあるみなさんが集まられていることだと思います。 

 毎年この研究会に参加してよかった、またがんばろうと思ってきました。今年

もまた、みなさんのお話や意見交換を聴いて、これから続くみなさんのご発表か

http://laweducation.sakura.ne.jp/koukai/statement_20130119.pdf
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らすごく元気をもらえると思います。 

 もし消費者教育推進法について、私がお話しした20分ではわからなかったとい

う方がおられましたら、またご質問いただけましたらわかる範囲でお話しします。

よくみなさんご存じのことと思いますので、これを念頭に置いて、「消費者市民

社会」というキーワードを覚えていただけたらと思います。短いですけどこれで

私の報告を終わります。ありがとうございました。 

 

浅井   ありがとうございました。消費者教育推進法では消費者が消費者教育を受ける

権利が法律上に明言されているということになっています。ということはその義

務を果たしていく、自治体とかであったりそうした責務があるので、そうしたと

ころに対する働きかけということを積極的にやっていかなくてはいけないと思っ

ています。 
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司法書士法教育ネットワーク 第５回定時総会・記念研究会 

消費者市民を育てる消費者教育と法教育 ～消費者教育推進法の制定を受けて～ (6-2) 

  2013年6月16日(日)午後1時45分～午後4時40分 京都司法書士会館 にて 

 

登壇者：田實美樹氏  司法書士 司法書士会法教育ネットワーク事務局 

    前田道利氏  司法書士 奈良青年司法書士会法教育委員会委員 

    大野栄司氏  司法書士 大阪司法書士会法教育推進委員会前委員長 

    沖本真由美氏 司法書士 広島司法書士会会員 

    小牧美江氏  司法書士 近畿司法書士会連合会法教育推進委員会前委員長 

進行役：浅井健氏   司法書士 司法書士法教育ネットワーク事務局次長  

 

（２） 

浅井   消費者教育推進法がどういうものかということをざっとご説明させていただき

ましたので、つづきまして、実践の事例報告ということでしていただきたいと思

います。最初にご発表いただきますのは、奈良青年司法書士会法教育委員会委員

の前田道利さんの方から児童養護施設での法教育の実践ということで発表いただ

きたいと思います。前田さん、よろしくお願いします。 

 

② 実践紹介①：児童養護施設での法教育実践「理想の家計収支表」 

 

前田   奈良からまいりました。今日は奈良青年司法書士会法教育委員会委員という肩

書きで実践紹介することになっています。 

 今日は私たちの会で作った教材発表なんですけど、児童養護施設での法教育実

践ということです。もともと全国青年司法書士協議会、全青司の方で地道にこつ

こつと推進してこられた児童養護施設での法教育というものを奈良でもしません

かということが７年くらい言われて、そのころから、そのうちしようねと話して

いたのですが、実現できずにいたものなんです。資料は「理想の家計収支表」（注

：レジュメ。下記リンク参照）です。 

http://laweducation.sakura.ne.jp/shiryousyu/2013_kinenkenkyukai/201306

16_maeda_resume.PDF 

 児童養護施設で法教育をしませんかと言われてから、４年くらいたってから、

奈良でもそろそろしませんかというお声かけをいただいたのが、平成22年くらい

なんです。全青司の方でセットをしていただきました。児童養護施設というのは

何かというと、要は何らかの事情で家庭で育てられなくなった子ども、０歳から

18歳ぐらいまでの子どもさんが入所して一緒に生活する施設なんですね。いろん

な事情で入っておられます。われわれもちょっとしか接触していないので、そん

な詳しくはわからないのですが、本当に普通の高校生、中学生です。われわれが

直接接したのは高校生、中学生でしたが、そのほかに小学生のお子さんもおられ

るのですけど、その施設が奈良県下に６か所あります。 

 そこの合同職員研修会というのがあって、そこに奈良のみなさんも来ませんか

と言われて、全青司の人と、全青司の大野さん（注：大野栄司司法書士）に連れ

られて行ったんですけど、そこではじめて接触があったというのが平成22年なん

ですね。それから奈良青年司法書士会の法教育委員会が23年５月にできて、最終

的にはじめて法律教室をしたのは奈良県宇陀市榛原にある施設で、平成23年５月

５日でした。この間、１年くらいかかっているんですね。 

 最初になにをやったかというといいますと、施設の職員さんを招いて、話を聞

こうということで、施設の職員さんに来てもらって児童養護施設というのはこん

なんですよ、こんなことで困ってるんですよ、こんなことをしてほしいんでんす

よということを聞きにいこうという会をやりました。そこにも大野さんに来ても

らってお話をしてもらったんです。そこは私は出てなかったんですけどね。その

http://laweducation.sakura.ne.jp/shiryousyu/2013_kinenkenkyukai/20130616_maeda_resume.PDF
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後、法教育委員会というのを何回か開いて、ここ（注：レジュメ２頁）に第３回、

第４回、第５回と書いてありますけど、何が出たのかというと、いろいろ出たん

ですけど悪徳商法とか携帯電話とか出たんです。そもそもこの人たち、ずっと施

設にいるわけですからお金も必要な分を渡されて使ったりとかするのでね、基本

的にお金の管理をしたことがない。このまま社会に出て行ったら、まあ出て行っ

てるんですけどね、お金の使い方がわからないままトラブルに巻き込まれている

こともよくあるんだという話が出てきたということがきっかけで、今からちょっ

と発表させていただく理想の家計収支表というワークショップなんですけど、こ

の教材を自分たちで作ってみようやないかということにしました。 

 奈良はご存じの方はご存じだと思いますが、法教育の後進国でして、何にもな

い空白のところからのスタートなんですけど。身の程もわきまえず自分たちで教

材を作るということで、一から作るということにチャレンジしました。どうせや

るんやったら、ほかでやってないことをしよう、経験もあったのでワークショッ

プのやつを作ろうということで、１年くらいかけてこういう教材を作ってみまし

た。 

 途中で施設の職員さんと打合せをしていろいろ聞きました。施設の子どもたち

は卒業していったときにお金、一文無しで出て行くんですかと聞いたら、いやそ

んなことはない、最低でも20万、多い人になると遺産をもらっていて何百万とい

う人もいたということを聞いたりとかね。 

 学力の程度はどうなんですかと聞いたら、名の通った大学に行く子も今年はお

るけど、中にはまあ知的障がいすれすれというか、知的障がいボーダーラインの

子もいて、そうすると教材にふりがなを全部ふってくださいと言われましたので、

今まで作っていた教材に全部、ほとんど全部ふりがなをふりました。一生懸命ふ

りました。 

 そのような状況でさせていただいたのが、こういうことやりましたと言ったら、

みなさんにえらい関心を示していただいて、ええ教材やと思っていただいたとい

うことで今日こういう場所で発表してみませんかということで報告している、と

いう感じてございます。で、そういうことですので結構、ええ教材かなあと、半

信半疑なんですけど。 

 ええ教材やとみなさん言っていただいているので教材の中身を具体的に紹介す

る前に、ちょっと考え方を。ちょっと３頁目（注：レジュメ）のところを。ワー

クショップ型の教材の特徴、考え方を紹介したいんですけども。 

 ワークショップって何ってわからない人は。ワークショップというのはこうい

う講義形式、一方的にこちらはぽんぽん話す、みなさんは聞いているというのが

講義形式ですよね。そうじゃなくって、参加者自身が参加をする、参加者自身が

考えたり、グループ討論したり、ワークをしたり、いっぱいするというのでワー

クショップというんでしょうかね、よく知りません、あってますか。ワークをい

っぱいするショップなんですよね。そういう形式ですね 

 正直ワークショップていうイメージがあるのは私ひとりだったんです。メンバ

ーが６人ぐらいおったんですけど、ワークショップってなに？ってきかれてしま

ったんですけど。２時間でワークショップを１時間20分くらいやって、あと講義

にしましょうかということで、講義、解説する時間を作ったんです。やったんで

す、２時間。そうするとね、１時間20分、みんなワークショップでわいわいがや

がや楽しそうにやってるんです。さあ、みんな体もあったまって、じゃ講義しよ

うねと講義すると寝始める。講義の担当をした人はショックを受けてしまって、

声も出ないという感じで。本当にすごい落差があって、こっちもびっくりしたん

ですけど。講義を聞いて勉強するということにいやな思い出でもあるんかなとい

う話もしてたんですけど、もうとにかく始まってから１分くらいで寝てましたね、

そんな感じですね。ちょっと、ワークショップということをみなさん取り入れた

らいいのかなと思った瞬間でした。 
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 ワークショップって何がいいかということなんですけど、体を子どもたち動か

すんです。ずっと座ってないんです。うろうろ、うろちょろしながらワークが進

んでいくというような形になってるんですね。進める側もあちこちうろうろ、う

ろうろしながら進めるんです。そういう特徴がありますね。 

 今からこんなグループ活動をしたんですという説明をするんですけど、５頁（注

：レジュメ）にこういう会場配置、ここにセンターテーブルがこうあって、島が

ここにボーンと、机を３つくっつけた島がボン、ボン、ボンと３つみたいなイメ

ージね。で、別室があって、別室に不動産屋さんと電器屋さんがおるというイメ

ージ、不動産屋さんと電器屋さんが出てくるんです。子どもたちはグループごと

に腰掛けていて、最初の説明を聞いたあと、くじを引いていく。 

 くじを引いてもらって、グループでわいわい、わいわいしてもらったあと、不

動産屋さんに行って、電化製品屋さんに行って、帰ってきて最後にまとめてどう

やねん、という格好なんですね。そうすると体が動くということで、じっとして

いられない子どもも参加できる。 

 難点は人数です。こっちの人数が要るんです。グループ３つだから３人いるん

ですね。それから不動産屋さんと電器屋さんと私、全部で６人要るんです、最低。

これがちょっと難点ですね。 

 それから細かなご説明をする教材なんですけど、教材という言い方がイマイチ

なじまないです。よく、奈良でいい教材作られた、教材を提供してくださいて言

われるんです。これ、うしろ全部教材（注：当日配布資料の教材部分）なんです

けどね、これがあるから何がわかるんだという、これだけではできないんです。

教材だけ提供してくださいと言われてもお断りしています。ワークショップ全体

が一体的なものです。これちょっと、いっぱい教材くっつけてますけど、これを

コピーしたりとかして使うのはご遠慮いただきたいと思ってます。 

 ただし、こういうアイディアを全体的にパクってもらうのは大いに結構です。

パクってください。自分たちで工夫して作ってもらう分にはＯＫですし、奈良の

やつってどんなのか見てみたいと言われたら、実際の会場セットしてもらって再

現的にやってもらったりということはなんぼでも協力します。時間と人数が合え

ば、協力したいと思っています。 

 どんなふうなワークショップをしたのかご紹介したいと思います。 

 ４頁（注：レジュメ）から書いてますね。いろんな準備があるんですけどね。

まず、こんなことやるんだということを施設の人にわかってもらわなあかんので

す。机が動かない会場ではできません。机が動いて、ある程度の広さがあって、

小部屋が二つとれるという場所を提供して下さいというような打合せをしないと

いけません。 

 その上で、グループ。何人ぐらいいるんですかということを聞くと、15、16人

ぐらいという答えがかえってくる場合も、中学生、高校生、施設の規模によりま

すが十数名が適当でしょう。20名を超えると実はちょっとしんどくなってきま

す。20名くらいでもいけるかな。30名を超えると、多分私には無理、という規模

ですね。グループ分けをしてもらうんですけど、グループ分けは施設側の人にお

願いしないといけないです。できるだけ均質なグループになるように組んで下さ

いというと、高校３年生をリーダーにするように、あと適当に配置するというよ

うにお願いするんですけどね。こちらでグループ分けしたこともあるんですけど、

施設の人にしてもらった方がええんかなという気はします。この人とこの人を混

ぜたらけんかするとかいうことも考えて配置してくれますからね。 

 グループ、班編成しますね、そこにチューター役の人を置きます。チューター

役の人は相談員だと思ってくれたらいいです。あと、聞かれたことは答えるみた

いなチューターを配置する。まあ、お兄さん、お姉さんですね。 

 そのグループを配置するでしょ。そうすると会場設定、これも結構工夫要るん

ですね。先ほどの５頁（注：レジュメ）の形に会場設定するんですけどね、小道



 

8

具が多いです。こんなやつ（注：レジュメ４頁写真の実物）もそうですし、それ

からこれはお金（注：模擬紙幣の実物）、回覧します。こんなん使ってる小道具。

今日は持ってきていないですけど、あなたの所持金はいくらですよ、というクジ。

あなたの仕事はこんなんですよ、というクジです。 

 ６頁（注：レジュメ）ですね。設営で要る小道具ですね。マジックと、カラフ

ルなマジックがいいですよ、それから名札ね。自分で名札作るんですよ。こうい

うふうに呼んでという名札を自分で作る。いろんな色を使って、何色を使っても

いいよと言ってね。最初の内は黒とか、茶色とか、よくいって青、ピンクで書く

子はあまりいないですけど。でも女の子とかいますから、カラフルなので書いた

りする、そういう名札とかを渡したりしますね。 

 最初イントロダクションで、アイスブレイク、お遊びをはさんでもいいんです

けど、それは場合によります。やったほうがいいときもあるし、やらん方がよか

ったときもあるんですよ。で、名札書いてもらうでしょ。 

 で、ルールを説明しますね。ルールはうしろに「ミッション 理想の家計の収

支表」と書いてあるんです。ここに８～14頁（注：レジュメ）まで。ルールをい

っぱい書いてます。読んだらわかるようにできていますが、子どもたちは読みま

せんから説明します。ルールを説明しているところが（注：レジュメ６頁の）左

側の写真です。こういう服装ですよ、スーツなんか着て行っちゃダメですよ。ネ

クタイしていったらダメですよ。こういう服装で行きます。 

 次に不動産屋さんが登場します。（注：レジュメ６頁の）真ん中が不動産屋さ

んです。不動産屋さんみたいな顔してるでしょ。で、右側が電器屋さんが説明し

ているところです。 

 説明のあと、グループから２人ずつ代表がきてもらうんです。最初に所持金を

当てる。大当たり50万円です。一番安いやつが20万円です。ここでは大きく変

わってきますから。次に職業を決めるんです。職業はうしろの方（注：当日配布

資料）に、仕事と給料というもの、これはほんの一部です。こんな感じで（空欄

を設けて）穴を空けとくんです。穴を空けといて４月分の給料いくらやなと計算

してもらうんです。で、計算をしてもらうでしょ。こういうことをします。くじ

を引いて決めてもらう。各グループ書いてもらったら、最終的には給料の計算を

しないとけない。４月分と５月分の給料。その段階で間違ってしまうともう、あ

と、全部間違ってくるのでしょうがないんですけど、間違ってるグループもでて

きます。そういうところはね、チューターがちょっと修正してあげていくのです

が。 

 くじ引きをしたらお金いくらと渡すんです。50万円だったら 10万円札を５枚

渡すんです。そのあと給料計算したら、各グループで作戦会議をしますね。で、

不動産屋さんに行きます。 

 不動産屋さんでは何をするかというと、賃貸アパートを契約してもらう。不動

産屋さんがいかにも不動産屋さんという雰囲気で勧めてくれます。これ（注：賃

貸物件の情報）が資料の後ろの方（注：当日配布資料）にあります。本物っぽい

でしょ。カワイ荘3.2万円。アパートカワイ6.3万円からセブンカワイというの

が20万円。カワイさんという人が不動産屋をやったんです。名前はなんでもいい

んです。カワイ荘は安いですけどオバケが出ますよとかいう説明をするんです。

そうしないとみんなカワイ荘へ行きますからね。オバケ出るよとか、ゴキブリ出

るよとか。でも安いよとか。 

 アパートカワイだと6.3万円でしょ。共益費が４千円と書いてあるんですよ。

仲介手数料が要るんですよ。家賃もその場で払わなあかんのですよ。敷金とかあ

るんですよ。そうすると実は6.3万円では契約できないと気付くんです。で、手

持ちのお金から渡してもらう。そしてこれで終わりじゃないんですよ。契約書、

本物っぽい契約書を用意しといて、最後、契約が成立したら、ハンコを押しても

らうんですよ。で、契約してきたという充実感を持って不動産屋を出てくるでし
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ょ。 

 そのあと、電器屋さんに買いに行くんですね。電器屋さんでは、セット売りし

てますわ。20数万円から、５万円で買えるセットまで用意しています。言葉巧み

に高いものを買わせようとする。で、ローンもできまっせというようなことを勧

められる。ローン契約書なんかも。残念ながらわたしの知ってる限り、ローン契

約をしてくれたという人はいませんでした。今のところは。それはともかくとし

て。不動産の契約をして、各電化製品の契約をして。そうすると、じゃあ、手元

にいくら残りましたか。給料からいくら入ってましたか。そしたら今月使える、

あとの食費とかね、電話代とか、お小遣いがいくら使えるよという計算をして。

４月分だけではわからんので、５月分も計算します。 

 こういうミッションです。簡単でしょ。ミッション自身簡単なんです。だけど

準備することは山ほどあってたいへんなんですけど。ミッション自身は簡単。こ

れをわいわいがやがや言いながら１時間半くらいかけてやる。 

 最後に採点します。採点表をつけときました（注：当日配布資料）。採点の基

準をね、あとで回覧しますけど、私は多分子どもたちは減点方式でうんざりして

るだろうと思って、加点方式にしました。例えば４月分の表が完成したら50点と

か、貯金ができたら50点とか。チューターの人ががんばりはどれだけですかとき

かれたら、だいたい100点とか答えるでしょ。100点プラスとか。70点て言いよ

ったやつがおるんです。後でえらい目にあってました。120点て言った人がいて、

120点でつけました。あとでそういう点数を付けて、３つのグループなら３つの

グループで順位をつけて。決めなくてもいいんですよ。採点しなくてもいいんで

すが。あとで採点するよと言ったら、なんか燃えるかなと思ってそういうふうに

してるだけ。順位を付けるよと言ったら、みんながんばるんとちゃうかなと思っ

て言ってるだけ。付けなくていいと思ったら、付けなくていいです。点数付ける

のは全然問題じゃないです。付けた方が楽しいと思えば付けてください。順位を

付けた方が楽しいと思えば付けていいです。どうせつけるんだったら、こういっ

た加点方式で。これ低かったんですが、だいたい600点くらいいくんです。ここ

（注：見本として会場で掲示していただいたもの）では400点です。計算ミスが

多かったからかな。一番楽しいやつを持ってきました。ここまでで大事なことは

言ったかな。多分わかんないでしょう、なんとなくしか。実際にしてもらわない

とわかんないですけど。 

 ３グループ作って、何回かやったんですけどこれが一番おもしろかったです。

この子のグループが一着だったんですけど。何がすごいかというと、まず、所持

金ね、50万円大当たりなんです。給料は手取りで14万１千円だから固定給で17

万円くらいだったか、かなりいいやつに当たったんです。どっちかというとね、

クジはね。そこで意気揚々と不動産屋で６万７千円払いました。このへんまでは

いいでしょう。次です。24万円の家電製品をどーんと買ったんですよ。「もうウ

ハウハやん」とか言いながらね。で、はい、帰ってきてそのあと、じゃあ食費は？

って考えると４万6500円、えらい細かい数字ですね。そのあとね、はたと止まっ

たんです。どうなったか。ないやん。電話代が８千円か、あと、ゼロです。お小

遣いもなし。貯金もなし。その他の支出もなし。どうやって生活すんねんみたい

な。そんなんでしたね。 

 そんなんやったら困るから、24万円買い過ぎたから、「契約なかったことにし

て下さい」って、お店の人に言いに行きました。お店の人は何て言ったでしょう。

「契約したでしょ。ハンコついたでしょ、もうダメです。」で、このグループは

私たちが意図するとおりに、見事に失敗してくれました。こういうことを失敗し

たということで、最後講評で、「失敗したでしょ、だから、社会に出たら同じ失

敗は多分しないよね、あなたたち」、という話をしました。そういう形で社会に

出る前に失敗してもらうことが大事なのかということを思っています。 

 あと、みなさんで作ってもらう場合、いろいろ重たくしたり、軽くしたりでき
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るんです。不動産屋さんだけにするとか、電器屋さんなしにするとか。自動車関

係は入れなかったんです。自動車買いたい人っていうと、だいたい20人くらいお

って、２、３人くらい手が挙がるんですけど、自動車もおもしろいなと思ったん

ですけど、自動車を入れるとそれだけで30分くらい余計にかかるでしょうね。た

っぷり時間があるときは自動車もやってみてもおもしろいと思います。それから

住民税認定とか、来年なったらこんなことがかかってくるってことも話しました

ね。 

 そんな感じでお金のだいたいの、１か月のお金ってこんなものだよというイメ

ージを子どもたちに持ってもらう。契約っていうのはこんなことなんだよという、

いっぺん結んだ契約は、よっぽどのことがないと解約できないんだよということ

を学んでもらったりとか、私たちが、がちがちに固めることなく、自分たちで学

んでもらうということが出来たのかなと思っています。採点基準、これも回覧し

ておきます。 

 ま、そんな感じて、あほみたいなものなんですけど。 

 何に気を使ったかというと、準備を時間をかけてやったということと、施設の

人とよく打合せをしてやったということと。私が特に気を付けたのは、お遊びで

す。お遊びでやること、楽しいかどうかということを基準にしていたということ。

子どもたちが自分たちで取り組めるということを心がけましたということでし

た。 

 ただの教材発表ということになって申し訳ないんですけど、こんな風な教材で、

こんなことをやりましたという奈良の発表でした。どうもありがとうございまし

た。 

 

浅井   前田さんありがとうございました。児童養護施設の消費者教育ということで、

児童養護施設というのは18歳になったら、基本、高校卒業したら出て行くという

形になっていくので、今まではそういった施設で保護されていた子どもたちがい

きなり契約の社会に出て行くという状況になっていまして、今、事例で発表して

いただいています賃貸借契約、そんなものひとつをとってみても当然すぐやって

いかないといけない、電化製品を買うという契約もすぐやっていかないといけな

いという状況になっていく。その中で、６万３千円という家賃は十分給料から払

えるやないかと思ったんですけど、実際は敷金、礼金の部分があったりとか、共

益費があったりとかして結局思ったような金額よりかなり金額を払うという現実

を知ってもらう、あえて失敗をしてもらう、勉強してもらうというのは非常にい

いのかなと思っています。 

 後ほど討論会のときに質問とかは受けさせていただきますので質問シートをご

記入いただければと思います。 
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司法書士法教育ネットワーク 第５回定時総会・記念研究会 

消費者市民を育てる消費者教育と法教育 ～消費者教育推進法の制定を受けて～ (6-3) 

  2013 年 6 月 16 日(日)午後 1 時 45 分～午後 4 時 40 分 京都司法書士会館 にて 

 

登壇者：田實美樹氏  司法書士 司法書士会法教育ネットワーク事務局 

    前田道利氏  司法書士 奈良青年司法書士会法教育委員会委員 

    大野栄司氏  司法書士 大阪司法書士会法教育推進委員会前委員長 

    沖本真由美氏 司法書士 広島司法書士会会員 

    小牧美江氏  司法書士 近畿司法書士会連合会法教育推進委員会前委員長 

進行役：浅井健氏   司法書士 司法書士法教育ネットワーク事務局次長  

 

（３） 

浅井   つづきまして大野さんの方から特別支援学校での消費者教育ということでのご

報告をしていただきたいと思います。大野さんは大阪司法書士会法教育推進委員

会前委員長という立場で、前田さんとのからみもあっていろんなところで法教育

もされていますのでよろしくお願いします。 

 

③ 実践紹介②：特別支援学校での消費者教育 

 

大野   みなさんこんにちは。ご紹介にあずかりました司法書士の大野と申します。レ

ジュメの方はですね、特別支援学校での消費者教育ということでＡ４表裏３枚も

ののレジュメです。基本ちょっとしゃべりがへんになると思いますのでよろしく

お願いいたします。 

 私はですね大阪司法書士会法教育推進委員会の前委員長という肩書きをいただ

いているんですが、司法書士のみなさんだったらわかると思うのですが、この時

期総会がありまして、総会で任期満了で前委員長になってるんですけど、当然、

新しい委員会はまだ設置していないわけですが、事務局の人には権利義務委員長

とか、ありがたくない言葉をいただいておりまして、今も委員長ということをや

っているということで、一応、前委員長なんですけど。 

 今日はですね、特別支援学校の消費者教育ということで、私が特別支援学校で

どういった法律講座をさせていただいているかということについてお話しさせて

いただきます。 

 まず、大阪市の特別支援学校についてということで、レジュメの１枚目、裏の

ページを見て頂ければと思います。「大阪市立特別支援学校の機能の充実」とい

うやつで、大阪市の特別支援学校が９校ですかね、今、一つ新設されまして１０

校あるんですけども、私が毎年行かせてもらっている学校はですね、一番右上の

思斉（しせい）特別支援学校、大阪市旭区の学校に毎年行かせてもらっておりま

す。私が行ったのはちょうど平成２０年からだったので、当時は養護学校という

名前だったんですけど。それから私も法教育の委員長とかするようになりまして、

担当の先生にですね、もっと司法書士会が特別支援学校で法律講座をやっている

ことを広めて下さいということで、担当の先生が他の学校とかとの交流の場でア

ピールして下さいまして、今この９校の学校の中で、大阪司法書士会が行ってい

るのが、５つですかね、過半数ぐらいの学校で大阪司法書士会が法律講座を開催

しているという形になっております。 

 みなさん特別支援学校をご存じかと思いますが、一般的には知的障害、発達障

害に関するケースのお子さんがですね、学校に通われているという形であります。 

 大阪市の特別支援学校は今１０校あるんですけど、レジュメの２番目ですね、

大阪市立特別支援学校での講義形態ということで。私は思斉特別支援学校という

学校で平成２０年からですから、５年間毎年行かせてもらっています。当時は、

私も平成２０年頃というと、駆け出しといいますか、法律講座ほとんど行ったこ
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とがないぐらいで、一般高校に２、３校行ったぐらいだったんですけど、思斉特

別支援学校になぜ行くようになったかというたら、事務所から近いと、自転車で

１０分やから行ってくれへんかと、最初はちょっと軽い気持ちで行かせてもらっ

て担当の先生と打合せをさせてもらったのが最初でした。 

 それで中身について打合せの中でお話しさせてもらったんですけど、私も特別

支援学校の生徒さんがどのような特色があって、どういう子どもたちかもよくわ

からないので、大阪司法書士会が使っている普通のレジュメ、契約とかいろんな

ことが書いてあるレジュメを持って行きまして、高校ではこういうレジュメ使っ

ているんですけど、どうですかねという感じで提供させてもらったら、ぜったい

無理ですとうことで。だから、そこで私が全然理解していないというのが学校の

先生からわかったんでしょうね、一回見学に来て下さいと、授業を見学にという

ことで、中学校３年生、支援学校、中学校３年生の授業を見学に行きました。中

学校３年生ですから、私も全然、どんな子どもたちか全然わからない状況で見学

に行ったんですけど、そのときの授業はですね、お金の計算をやっていたんです

よ、たとえばヨドバシカメラで３千円のものを買いました、今、所持金が４，５

００円です、今、手元に残るお金はいくらでしょうかということを、みんなで考

えていたんですよね。普通の中学３年生だったらすぐわかる問題と思ったんです

けど、それが、やっぱりわからないんですよ。普通だったら１，５００円という

のが出ると思うんですが、引くのを足したり、足し算、引き算、普通に５引く３

というと多分わかると思うんですが、いざ、買い物とかの話になったら、なんか

混乱してわからないというようなことで、すごい衝撃を受けました。 

 毎年見学に行ってるんですけど、次の年も見学に行ってましたら、パソコンの

授業も見学させてもらったら、ちゃんと普通に「あ」とか「い」とかだったら打

ち込めるんですけど、それが「あ」と「い」が改行されて次の行になっていたり

とか、「あいうえお」というのがまっすぐじゃなくて、「あい」「うえお」とか、

やっぱり、なかなか一文を作るのに、なかなか時間がかかるかなあという感じて

ありました。 

 見学をさせてもらってですね、学校の先生と打合せをしたんですけど、とりあ

えず、むずかしい話はできないなと。学校の先生がいうには、繰り返し同じこと

を言うて下さいと。一番最後に言おうと思ってたんですけど、契約は口約束でも

成立しますよとか、そういうむずかしいことではなくて、何かトラブルになった

ときは、誰かに相談しましょう、学校の先生でも、お父さん、お母さんでも構わ

ないです、それを毎年言うてください。てことは、毎年来て下さいということで

す。毎年言うてくださいということは。講義形態というところに書かせていただ

いたんですけど、僕は年に２回行ってるんですよ。高等部に１回、中学校３年生

に１回、あわせて２回行ってるんですよ。そうなるとまず、中学校３年生のとき

に、僕が話したことを１回聞いてますよね。高等部１回というのは、思斉特別支

援学校の中の、一番知的障害が低い子どもさん、一番理解度のあるといったらい

いんですかね、生徒さんの１年生から３年生の合同授業なんですよ。ということ

は、中学３年生の生徒さんは僕の講義を１回受けたら、高校で僕の講義を３回受

けるんですよ。ということは同じ講義を４回聞くということになるんですよね。 

 とりあえず僕が行ったら、来年僕と違う人が来たというのもダメですと。同じ

人が来ないとダメなんです。同じ人が来て、同じキーワードを繰り返し言って下

さい。だから、いつ僕が終わるんかな。（会場笑い）いつやめられるかなと思う

んですけど。キーワードを必ず繰り返し、同じことを言って下さい。それでやっ

ぱり少しでも子どもたちが社会に出たときに頭に残ったら、それはそれでもうい

いんですよということをおっしゃっていただいて。今、だから５年間行ってるん

ですよ。だから、先、どうしようかと思ってるんですけど。そういう形で今も行

っております。 

 講義の内容なんですけど、特別支援学校の１時限というのは４０分なんですよ
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ね。高等学校で一般的に５０分なんです。１０分間少なくて、何をしゃべろうか

というのを最初の頃、ずっと考えていたんですけど。まず、学校の先生に言われ

ましたのは、レジュメとかそういのは一切配らないで下さいと言われました。何

でですかという話になったら、やっぱりレジュメを配ってしまったら生徒さんっ

て全部下を向いてしまうんです。下を向いて話を聞かない。だからレジュメは一

切配らないで下さいと言われました。 

 １時限４０分で「①自己紹介」からと書いてるんですが、一般的な高校では司

法書士とは、というところから話もするんですけど、司法書士の話をしたよりも、

もっと引きつけるような話せなあかんなと、前の授業どんな授業やったんとか、

世間ばなしをしてますね、最初の５分間というのは。あまり固い話をしないよう

にしています。最初のイントロというか。ただまあ、特別支援学校の子どもたち、

さっきも言いましたけど一番理解度の高いクラスに行かせてもらってるんですけ

ど、けっこうかなり高いなと思う子もいるんですよ。携帯電話とかを持ってる方

も３割とか４割とかいらっしゃいまして、僕がちょっとしゃべって、すべったな

と思うことあるじゃないですか。そのときに「すべったな」とか言うんですよ。

目の前で。（会場笑い）結構遠慮せえへんな、と思いながら。一般的には支援学

校の子どもたちといったら、ものすごく礼儀正しいです。きちんとあいさつして

くれますし、「わかる人！」というとみんな手を挙げてくれますね。みんな素直

で純真な子どもたちだと思います。その中ですべったとか言うと、結構びっくり

するんですよ。最初につかみそこねたりすると大変なんですけど。 

 次に「②法律、契約のお話」ということなんですけど、一般的な契約クイズと

か、契約の話とかもあんまりしないですね。基本的には、法律でお酒って何歳で

飲めるって知ってる、とか、社会人って何歳か知ってるとかそんな、物盗ったら

あかんて何の法律か知ってる的な話から、どんどんどんどん膨らましていくてい

うことを考えていますね。 

 契約のお話ということなんですけど、支援学校の子どもたちね、コンビニとか

で物買いますけど、契約は口約束ということよりも、今だったら１００円、２０

０円とかで損してもそれで済むけども、将来になったら１０万円とか、２０万円

とか高い買い物もせなあかんときがあるから、そういうときに注意せなあかんこ

とがあるんですよという形で、次の寸劇の話にもっていくように考えています。

そのへんはあんまり契約はどうだ、こうだとは話はしないというか、そういう形

でもっていってますね。 

 「③寸劇」ですけど、寸劇の台本みたいなものを２ページ目からつけさせても

らってますけれども、大阪司法書士会の台本なんですね。社員、生徒、社員、生

徒ということで社員というのに支援学校の先生になっていただきまして、生徒さ

んは、ちょっと元気のいい生徒さんにやってもらって寸劇をする。これ自体は当

然配らないですから、掛け合いの中で、今日持ってきたんですけど、これは「問

１ アンケートに「答えて」といわれた、どうする？」と書いてるんですけど、

１個１個こういう形で見てもらうんですね。Ａ、Ｂ、Ｃどうでしょうという感じ

で、手を挙げたりしてもらうんですけど、なんでこれを作ったかと言いますと、

例えばこれ２番の問題なんですけど１番、２番とかを続けて入れてしまったら、

支援学校の生徒さんって、まあいうたら、どこを見ていいかわからない部分があ

って、例えば１番が終わったら、１番を外すと、２番になったら２番を立てると

いうことを、１個１個やってもらってます。これを順々順々に続けていってやっ

ていくという手法で、これは学校の先生に作ってもらったんですけど、１、２、

３という形で。まあ、工夫してやってるという形です。 

 このショートコントなんですけど、これ化粧品と書いてるんですけど、男性が

多い場合はこの化粧品をイチローのサインボールに変えて同じような寸劇をした

りもやっていますね。 

 寸劇が１５分と書いていますが、寸劇をやめて、たまに、何年かに１回は携帯



 

14

トラブルという講座もやっています。支援学校の子どもたちは携帯電話を持って

る子も何人かはいますので、携帯電話で高額な、例えば２０万円とかの支払が出

てきたらどうしたらいいんですか、というような話もちょくちょくあるらしいの

で、そういう講座をする場合もあります。 

 「④終わりに」というのは、最後の５分間は、たいへん強調していますね。ト

ラブルにあったときは相談しましょうということで、高校とかの場合には、相談

センターの紹介とか、法テラスの紹介とかというのを、大阪の法教育推進委員会

の方ではやってるんですけど、特別支援学校の生徒さんの場合にはとにかく、ひ

とりで解決しないように、困ったら相談しましょう、学校の先生でも、親御、お

父さん、お母さん、身近な方で構いませんから、必ず相談して下さいといことを

毎年言うてるんですよ。 

 必ず相談するということを言ってるんですけど、僕は毎年行ってますからね。

僕は顔なじみの人とかいるときに、例えば、「困ったときには相談しましょう」

っていうのを「･･･○○しましょう」と書いて、ここに何が入るでしょうって言う

んですけど、なかなか出てこないのが現状なんです。だから、毎年困ったときは

お父さん、お母さん、学校の先生、知り合いに必ず相談しましょうね、言いまし

ょうねということなんでけど、繰り返し講義させてもらってるというのが現実で

すかね。 

 最後に特別支援学校における注意点についてなんですが、僕自身も特別支援学

校の子どもたちの特性というのも、学校の先生に、こうした方がいいということ

を言われながらやっているのでそこまで詳しいことはわからないんですけど、基

本的にわかりやすい言葉で文章は短くということはよく言われています。キーワ

ードを頭に残るような形で、今日は一番最初に田實先生が持っていたうちわとか

ね、いいなと思っていたんですけど、うちわを学校の黒板の上にでも置いといて

くれたらわかるんかなと思いました。 

 指示は具体的にとよく言われて、「これを見て下さい」とか、「あれです」と

かはよくわからなくなるから、僕らはついつい言ってしまうことなんですけど気

を付けてしゃべってください。はっきり、ゆっくりと、かみくだいてしゃべって

下さいということはよく言われました。私ももう５年間もしゃべってるんですけ

ど、後ろで当然、学校の教頭先生とかえらい方とかも見ていただきながらやって

るんですけど、一番最後に今日どうでしたかとよく聞くんですけど、ダメだしと

かもちょくちょく受けるんですけど、ちょっと早かったよとか、いろいろ言われ

ながら勉強はさせてもらってます。 

 あと、一番最後にですね、大阪司法書士会ではアンケートを準備してるんです

けど、今日わかったことを書いて下さいとかいうやつに、特別支援学校の生徒さ

ん用のアンケートというのがなくてですね、漢字で書いとったんですけど、ちゃ

んとふりがな、ルビを振って下さいと言われましたので、特別支援学校用のアン

ケートも大阪司法書士会では作っているという感じですね。 

 ただ、僕も法教育推進委員会の前委員長ということで、今年どうなるかわから

ないんですけど、特別支援学校の生徒さん用の教材いうのはまだまだできていな

い状況でして、手探りでやっているというのは変わっておりません。最初にお話

させていただきましたけれども、結構学校の先生の方の口コミで司法書士会やっ

てるからと言うていただいているにも関わらず、こんな感じで手探りでやってま

すんでこれから何らかの形で支援学校用の教材とか作成できればいいかなと思っ

ております。そんな感じで、以上です。 
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司法書士法教育ネットワーク 第５回定時総会・記念研究会 

消費者市民を育てる消費者教育と法教育 ～消費者教育推進法の制定を受けて～ (6-4) 

  2013年6月16日(日)午後1時45分～午後4時40分 京都司法書士会館 にて 

 

登壇者：田實美樹氏  司法書士 司法書士会法教育ネットワーク事務局 

    前田道利氏  司法書士 奈良青年司法書士会法教育委員会委員 

    大野栄司氏  司法書士 大阪司法書士会法教育推進委員会前委員長 

    沖本真由美氏 司法書士 広島司法書士会会員 

    小牧美江氏  司法書士 近畿司法書士会連合会法教育推進委員会前委員長 

進行役：浅井健氏   司法書士 司法書士法教育ネットワーク事務局次長  

 

（４） 

浅井   ただいまより後半の方に入っていきたいと思います。前半では前田さんと大野

さんに支援学校であったり、児童養護施設であったりと、いわゆる「場の特性」

的な授業のあり方についてご報告いただきました。 

 つづきまして、広島司法書士会の沖本真由美さんの方から、高齢者に対する消

費者教育、高齢者を支援する消費者教育ということでご報告いただきますのでよ

ろしくお願いします。 

 

④ 実践紹介③：高齢者を支援する消費者教育 

 

沖本   広島司法書士会の沖本でございます。私からは高齢者を支援する消費者教育と

いうことで広島司法書士会が行っている教育についてこの場をお借りして発表し

たいと思います。ちなみに私のレジュメですが、今日紹介する講義用レジュメの

表紙４枚だけですので、基本的には口頭で説明させていただきますのでよろしく

お願いいたします。広島司法書士会の法教育の活動ということで私が前年度まで

法教育活動の所管の理事だったということで発表させていただくということでご

ざいます。 

 広島司法書士会の活動としてこれまで外で講師をするというのは高校での法律

教室を行っていくというのが中心でした。ただ、４年くらい前に、後見の活動の

中で地域包括支援センターの方と接触する機会も多くなりました。そこでいろい

ろお話させていただく中ででてきた活動が、今回紹介させていただく高齢者を支

援する消費者教育の活動ということなんです。 

 高齢者の方を対象とする消費者教育というのは、今日の最初の紹介で消費者教

育推進法、田實さんのレジュメをお借りして、最初にちょっとこちらを見ましょ

う。レジュメの中にＡ３のもの（注：消費者教育の体系イメージマップ）が1枚

あります。そちらをちょっと見てください。Ａ３のものを見ていただくと、年齢

の特性ということで、一番左側、横軸を見ていただくと、「幼児期」から始まっ

て、最後成人期の一番最後のところですね、右側になります。「特に高齢者」と

書いてありますが、特徴として、一番上に書いてあるとおり、「周囲の支援を受

けつつも人生での豊富な経験や知識を消費者市民社会構築に活かす時期」という

ことで、周囲の支援を受けつつというのが実は、結構なキーワードかなと思って

いるところです。その下にたくさん枠がありますけれども、最初の枠のところで

すね、「消費者の行動が環境～」うんぬんと書いてあります最後のところに「～

伝え合おう」と書いてあります。そして２つめのところの最後にも「～伝え合お

う」とあります、そして、３つめのところには「支え合いながら～」、その次も

「～伝え合おう」とか、その次も「支え合いながら～」。「伝え合おう」とか、

「支え合いながら」というのがキーワードとして全てに入っております。 

 高齢者の方は、支え合いながらとか、周囲の支援を受けつつというふうに、広

島司法書士会としても地域からどんどんつながっていかなくてはいけないという
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ところで、もちろん地域の方々と行政もそうですし、地域の方同士ももちろんそ

うですし、そして地域の方と司法書士、専門家の方たちがつながるということも

必要なんじゃないかということです。高齢者の方で、独居の方もたくさんいらっ

しゃいますが、何か問題があっても相談すること自体がかっこ悪い、と抱え込ん

でしまい問題が大きくなってしまう方も結構いらっしゃいます。孤立しないよう

に、静かに後ろから支えて支援する活動が必要じゃないかということで、この高

齢者に対する消費者教育の活動がスタートしました。 

 現在広島でどういう活動を具体的にしているかといいますと、広島市内の地域

包括支援センターというのが各学区内に、広島県内にものすごい数ありますが、

今のところ講師の数に限りがありますので、現在は広島市内限定で、それでも120

カ所あるんですけど、案内を出しております。もちろんこれから県内、少しずつ

ですが全域に拡大させていければいいなと思っておりますが、それには講師を養

成する必要性もあるのかと思っています。 

 昨年度の申し込みは24か所から申し込みがありまして、そこでも１回だけでは

なく、２回やったり、３回やったり連続でやったりしている地域包括支援センタ

ーもございます。 

 話の内容としては、この２枚物のレジュメ、講師が持って行っているレジュメ

なんですね。表紙のみです。全部お渡ししてしまうと50頁くらいになってしまう

ので、表紙だけということなんです。１頁目の一番最初のところなんですけど、

真ん中へんを見ていただくと、「契約・悪質商法編」とあります。そして、その

次の頁は「借金のお話し編」なんですね。その次が、「成年後見制度編」とあり

ます。そして最後、「相続・遺言編」ということで４分冊あります。 

 最初、広島会ではこれを１冊にまとめていました。そしてこの中から何を話す

かというところを講師がピックアップして話すという形態をとっていたんですけ

れども、１冊分をどーんとお渡ししてそこで話をしたら、レジュメの方に目がい

ってしまうんですね。例えば今日は相続・遺言のことを話して下さいと地域包括

支援センターの方から言われても、その１冊に全てが盛り込まれていると、他の

ところに気持ちがいき、レジュメの方に目を通すことに忙しい方もでてきてしま

うため、この話をするときにはこのレジュメでという風に内容を絞ってお渡しし

ています。ですからね、例えばこの「契約・悪質商法編」でしたら10頁程度です。

10頁程度のものを○○編で４分冊作って、まず、この４パターンのなかから、最

初そこで講義をする講師が、地域包括支援センターの担当の方と話をして、今回

は「相続・遺言編」とするとか、「契約・悪質商法編」でいくとか、そのときそ

のときでタイトルを決めて、その話に絞って約60分から90分で１回、話をして

おります。 

 ちなみにやはり高齢者の方もいらっしゃいますのでレジュメの文字は相当大き

くしております。対象の方は一般の高齢者の方、地域の高齢者の方だけではなく、

民生委員の方とか、ケアマネージャーの方とか、地域包括支援センターの職員さ

んもそうですけれども、そのときそのときの要請に応じてですので内容も一般の

方でしたら具体例をたくさん盛り込んでとかですね、そのとき事前の打ち合わせ

でどういった形で進めていくか、一方的なセミナー形式でしゃべるようなことも

あれば、お茶を飲みながら座談会という形のこともあります。人数もそのときそ

のときに応じて違います。15人から多くて 30人くらいを対象として行っていま

す。 

 私もこの講座に講師として出向いた際、やはり一番多い声が、まず、地域包括

支援センターの職員さんからしてそうなんですけど、相談する場所がわからない。

消費者センターに行けばいいのか等、ぼんやりとはわかっていらっしゃるんです

けど、具体的に地域の高齢者の方でこういう問題が出てきました、そのときに、

こんな相談って法律相談ていえるのか、こんな相談していいのかなっていうとこ

ろでもう相談をしない、どうすればいいのかわからないので相談せずに放置して
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しまってます、そういった声がすごく多いです。ですので、双方向できちんと法

律教室のようなものを開いたら、話をする中でこういった問題は本当に相談して

いいんでしょうか、率直な意見も出ますので、そこから具体的な問題、じゃあ法

的な対処としてどういった対処方法があるのか、実際にどういったところに相談

すればいいのか。広島司法書士会にも相談センターはございますけれども、もっ

と適切な場所があるかもしれませんし、そういった場合にはそういうところを紹

介することもできます。お互いきちんと話をすることによって問題点が出てきて、

きちんとした対処ができるということです。 

 あと、私も何か所か前年度に行って、講義を聞いていただいた方から、高齢者

に対するＤＶがものすごく多いという話を本当にあちこちで伺いました。ＤＶと

いうのは直接的な暴力だけではなく、金銭的な制裁であったりいろんなケースが

ありますが、どこにどういうふうに相談に行ったら良いのか。あとは実際ＤＶを

受けている高齢者の方とどういうふうに対応したらいいのか、そういった場合に

は法律問題だけではなく、精神保健福祉士さんとか、精神的なケアをしなければ

いけないケースもいろいろあるんだなということで、司法書士だけではなく、い

ろんな方と連携をとりながら、そして地域を実際に見守っていらっしゃる方と密

に連絡をとりあいながら、地域の高齢の方たちを孤立化させないように支援をし

て見守っていくというのはとても重要な活動じゃないかと思います。 

 昔はムラ社会といいますか長老がいて、地域で困ったことがあったら長老に行

けば長老がなんとか解決してくれる、というかたちで地域がうまくまとまってい

ましたけれども、今、やはり核家族化ということで地域のつながりが薄くなって

いるということで、地域の中で気にかけあう、孤立化させないということがとて

も大事なんじゃないかなというふうに思っています。 

 今、広島では基本的には広島市内の地域包括支援センターにしか講師を派遣し

ていません。しかし、いわゆる司法過疎地ですね。ゼロワン地域、司法書士、弁

護士がいない、あるいは１人しかいない、そういったところでもこの活動をして

ほしいという要請もきております。ですので、その前に課題として広島会として

は、派遣できる講師を増やすことも必要なのかなと思いますし、かなり知識的に

高齢の方に対するものというのは法的な問題だけではなく、広い範囲なんです。

メンタルな部分もあるでしょうし、実際に警察が関係することもありますので、

多方面にわたる知り合いがいるのは非常に重要なことなのかと思いますし、そう

しなければなかなかうまく高齢者の方をフォローできないというところもあるの

かなあというところがこの４年ぐらいの活動のなかでだんだん出てきていること

だとは感じております。 

 広島司法書士会の中での高齢者に対する消費者教育の活動というのは以上で

す。これまで会の会館を使って、一般の方に来ていただき市民公開講座をやると

か、そういう活動が広島でも多かったのですけど、これからはコンテンツを持っ

て地域に出かけて行き、最終的には直接その地域の司法書士とその地域の方々が

話しをできるように、そういった体制を構築することも必要なんだろうと考えて

います。 

 簡単ですが、広島からの報告を以上で終わります。どうもありがとうございま

す。 

 

浅井   沖本さんありがとうございました。 

 「消費者の特性」という、いわゆる高齢者ということで、われわれ法教育に取

り組んでいる方からしますと、学校とかに行って教育させていただくというのが

多いのですけれども、実際、高齢者というテーマから考えますと、いろんな地域

にばらばらいらっしゃる。かつ、コミュニティといのもいっぱいあって、それぞ

れの個々に抱えておられる問題というのは、ＤＶであったりとか、あるいは家族

の問題であったりとか、あるいは悪質商法であったりとかという、どれも法教育
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がターゲットとしているところですね。 

 そういった沖本さんの報告のテーマとしては、そういうところへ乗り込んでい

くというか、そういう場に来てもらうんではなく、いろんな情報を仕入れながら、

ネットワークを組みながらそういったところへの支援をしていく必要性があるん

じゃないかというご提案をいただきました。 
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司法書士法教育ネットワーク 第５回定時総会・記念研究会 

消費者市民を育てる消費者教育と法教育 ～消費者教育推進法の制定を受けて～ (6-5) 

  2013年6月16日(日)午後1時45分～午後4時40分 京都司法書士会館 にて 

 

登壇者：田實美樹氏  司法書士 司法書士会法教育ネットワーク事務局 

    前田道利氏  司法書士 奈良青年司法書士会法教育委員会委員 

    大野栄司氏  司法書士 大阪司法書士会法教育推進委員会前委員長 

    沖本真由美氏 司法書士 広島司法書士会会員 

    小牧美江氏  司法書士 近畿司法書士会連合会法教育推進委員会前委員長 

進行役：浅井健氏   司法書士 司法書士法教育ネットワーク事務局次長  

 

（５） 

浅井   では、続きまして、当ネットワーク事務局長で近畿司法書士会連合会法教育推

進委員会前委員長、日本消費者教育学会会員である小牧の方から、中学校、高校

の法教育としての消費者教育の提案ということでネットワークから提案できる項

目、こういった形で学校で取り組んでいただきたいというご提案を含めてお話し

していきたいと思いますので、小牧さんよろしくお願いします。 

 

⑤ 授業提案：中学校・高等学校での「法教育としての消費者教育」の提案 

 

小牧   司法書士の小牧です。どうぞよろしくお願いします。先ほど大野さんもおっし

ゃってたように、近畿司法書士会連合会も役員改選の時期で、私も先週の土曜日

で任期満了で委員長を降りてる形です。けれども、多分引き続き委員長をするこ

とになると思いますので、そういう立場でお話させていただくことにしています。 

 今日は、あとでお話しします共同研究の報告を中心にお話しするんですが、ま

ず、ここまでの話で「消費者教育」「法教育」という言葉が出てきましたので、

ちょっと私の方で話の整理をしておきたいと思います。 

 まず、「法教育」というのはどういう教育かということから。お手元にパワー

ポイントのレジュメ（注：下記リンク参照）があるかと思いますが、何枚か画面

をとばしていますので、こちら（注：上映中画面）も見ながらお聞きください。 

http://laweducation.sakura.ne.jp/shiryousyu/2013_kinenkenkyukai/201306

16_komaki_resume.pdf 

 法律というのは法律専門家だけが知っていればいいというものではありませ

ん。例えば、私たちが道を歩くときに、運転免許が取れるほどでなくても道路交

通法を知らなかったら、交通事故に遭ってしまうというように、法の世界にも、

法の考え方や日常生活の身近な法律について最低限知っておくべきことがあるよ

ね、身につけておくべきことがあるよね、ということで、その法律専門家ではな

い人たちであっても、一般の市民、児童、生徒にとって必要な、基礎的な法的リ

テラシーがあるでしょうと。私たちの生活が法律によって支えられている以上、

最低限知っておくべきこと、身につけておくべきこと、それについての基礎的な

体力を養う教育が必要だ、これが法教育なんです。「リテラシー」と申しました

ら、言語を読み書きできる識字力という言葉なんですけれど、いろんな分野で転

用されてまして、情報リテラシーといえば情報を吟味して使いこなす力、法的リ

テラシーといいますと法の概念ですとか、法はどうやって作られるんだろうと。

もちろん立法機関が作るんですけれど、私たちが裁判を通じて法の解釈を明確に

したりとか、判例を作ってこれを積み上げていくという形で法形成していくこと

もあります。そういったことですとか、司法制度に関する基礎的な知識を身につ

けて、それを使いこなしていく、主体的に活用していく能力、これを育てるのが

法教育です。 

 一方、「消費者教育」はということですが、先ほど田實さんから消費者教育推

http://laweducation.sakura.ne.jp/shiryousyu/2013_kinenkenkyukai/201306
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進法の話がありましたけれども、消費者の自立を支援するために行われる消費生

活に関する教育、特にその中で消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画す

ることの重要性について理解及び関心を深めるための教育を含んでいるんだとい

うことが明確にされました。もともと消費者教育といいますのは、購入者として

の資質を養成する、バイマンシップの養成と、市民として、あるいは、主権者と

して自己実現をしていく力、シティズンシップの養成という二つの役割があると

言われていたんですが、ともすれば消費者啓発という形でバイマンシップの部分

に目が行きがちであったんですけれども、これだけではなく、やはり、シティズ

ンシップの養成というところにも重要な役割を担っているのが消費者教育なんだ

よということが、今回推進法の制定で明らかに、明確にされたという形です。 

 さて、消費者が消費者市民として何か法的な主張、行動をしていくためには、

消費者問題、消費者問題分野にかかわる法的リテラシーも必要ですよということ

なんです。例えばですね、製品の情報を持っていない消費者が商品の欠陥を立証

することはすごく困難だということで製造物責任法の考え方が出てきました。こ

のように消費者が何かをやってほしいと求めていくときに、例えば貸金業法で金

利が高い、グレーゾーンはおかしいという運動があったと思うんですが、そうい

うふうに法律を制定したり、法改正を求める要求というのは欠かすことができま

せん。そこで消費者教育、消費者として法的な主張をし、行動していくというた

めにという部分では、消費者法の分野に関わる基礎的な法的リテラシーが必要だ

と。ですから、消費者教育と法教育とは相反するものではない、司法書士法教育

ネットワークというこのグループがなぜ、消費者教育をテーマとする研究会を開

いているのかというと、この点に注目しているわけです。 

 そういうことを私たちはずっと主張してきたわけですけれども、今、学校教育

はどうなっているかと言いますと、「学習指導要領」といいまして各種の学校の

教科、科目の目標、内容の基準を定めるものがあるんですけれど、それの改訂が

行われまして、小学校は一昨年度（注2011年度）から、中学校は昨年度（注：2012

年度）から全面実施がありまして高等学校も今年（注：2013年度）入学の１年生

から年次進行で新しい教科書に変わって新しい基準での学習が始まっているとこ

ろです。この学習指導要領の改訂の注目点の中で、消費者に関する学習の充実で

すとか、法教育という科目ができたわけではないのですけれども法教育の内容が

一部入ったりですとか、あるいは言語活動、聞き慣れない言葉なんですけれど、

知識や技能の習得と思考力、判断力、表現力等の育成とのバランスをとるんだと

いうことで、言語を使った活動、つまり討論をしたりとか、論述をするとか、説

明をしたりという言語活動を充実させましょうということが各教科でうたわれる

ようになりました。そいういう学習指導要領の改訂があって、消費者教育の推進

に関する法律が昨年12月（注：2012年 12月）に施行された。消費者教育をとり

まく状況というのは今、こういう形になっています。 

 で、たぶん、学校の先生方は、とっても困っていらっしゃると思うんです。消

費者教育をしっかり推進しなさいとか、その担い手になりなさいとか、法教育が

んばってとか、部活動もせなあかんのよとか、すごく大変だと思われるんですけ

れど、実は、そんなに身構える必要はないんですよと。難しいことを教えなけれ

ばならないと身構えなくても、今までの授業をひと工夫していただければ、誰で

もできるんですということを、わたしたち司法書士が消費者教育に関わる中でか

ち取ってきた実体験ですとか、感覚の中からいろんな人に訴えてきたところなん

ですけれど、私たちも感覚、イメージで申し上げていたんで、あまり説得力がな

かったかもしれない。そうすると私たちがこんな消費者教育、こんな法教育をす

れば、「法教育としての消費者教育」として、消費者市民を育てる力もあるし、

いい消費者教育ができるんじゃないかということを具体的に理論化しようという

ことで、日本司法書士会連合会と近畿司法書士会連合会が共同で大阪教育大学の

消費者教育の先生方の協力をいただきまして「法教育としての消費者教育共同研
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究会」を起ち上げまして、準備期間を入れるとほぼ３年間になるんですが、ごら

んのとおり（注：レジュメ２頁左上）の共同研究をしてまいりました。その研究

成果がこの３月４日（注：2013年３月４日）にまとまりまして、一部の方にはう

す紫の表紙の冊子をお手元に配布しましたが、お手元にない方は日司連のサイト

（注：下記リンク参照）からもダウンロードできますのでぜひご覧になっていた

だきたいと思います。 

http://www.shiho-shoshi.or.jp/cms/wp-content/themes/shihoren/activity/pd

f/education_report.pdf 

 もう一つは、この共同研究に参加していました当ネットワークの３人のメンバ

ーで日本消費者教育学会にも参加している小牧と田實さんと滋賀県司法書士会の

古川百合香さん、この３人で関連研究として 2011年、2012年と日本消費者教育

学会で「法教育としての消費者教育に関する研究」ということで研究発表をして

きました。今年（注：2013年）もつい先日中間報告をしたところですが、この研

究の中で私たちが、中学校、高校の先生方にいろいろご提案したいと思っている

ことをまとめましたので、その概要を今日はご紹介したいと思います。 

 まず、レジュメの２頁になるんですけれど、私たちが何をしたかといいますと、

司法書士がどんな消費者教育を目指してきたかということを明らかにしようとい

うことで、各地の司法書士会が作成した消費者教育教材の分析をしました。そう

しますと、いろんな特徴があるんですが、法的な疑問や被害を感じたときに、例

えば相談をするということが一番ですけれども、何か行動に移せる力、動ける力

を養成しよう、そういうふうなことを目指して作られていたということがわかり

ました。このことですとか、先行研究の提言などをまとめまして、消費者教育の

教材、授業案の作成にあたってはこんな留意点が必要だよということで５点、①

身近な題材を使いまして、②原則、特に民法とか、特に契約法の原則の理解を進

めること、そこから③原則からの思考トレーニング、④意思決定・行動選択トレ

ーニングを取り入れることで、⑤「法的な疑問、被害を感じたときに動ける力」

を養成することを到達目標として設定する。このような教育を「法教育としての

消費者教育」と定義しますよということを提示しました。 

 難しい言葉になっていますので具体的なイメージなんですけれど（注：レジュ

メ２頁左下）。例えば、原則と言いますけれど、私法全体レベルの原則というの

もあるでしょうし、一つひとつの規定としての原則もあると思います。例えば利

息制限法を超える金利を払う必要がないよねという原則がありました。じゃあ私

の金利ってどうだろう。確か利息制限法という金利があったはず、調べてみよう、

相談してみようということで、もしもその利息制限法を超える金利だったら、そ

うしたらそれは「返してよ」と要求をするとか、法律を使って解決する。例えば、

契約の内容があいまいでよくわからない、そういうことであれば、契約条項をは

っきりさせる交渉をするとか、裁判を起こして裁判所の判断をみると。利息制限

法の範囲内の金利はこれで間違いないですね、じゃあ残念ですね。でもこの低金

利の時代に利息制限法の定める利率のままというのは本当にいいんですかと、そ

ういうことで必要ならば法律を作ったり、変えたりということにも目が向いてい

く。この「原則から考えて行動していく力」を育てていくということが法教育だ

ろうと。この消費者法の分野でいうと「法教育としての消費者教育」だろうと。

特に画面の「原則はどうだったかな？」という枠のところから「こんな法律があ

るはず・あるかも？」ということで「調べてみよう・相談してみよう」の枠へ向

かう、ここのところの力、これが学校教育の中で培うべき基礎的な法的リテラシ

ーの基礎体力ではないかというふうに考えていますよというイメージです。 

 じゃあ、具体的に契約の原則の授業というのはどんなイメージでしょうかとい

うことで、本当に模擬授業をやると時間がかかってしまうので、（注：私が授業

で使うパネルを）ざっと見せますけれども、例えば「契約の成立」というところ

で、１個100円のたいやきを３つ下さいと申し込みをします。「はい、いいです

http://www.shiho-shoshi.or.jp/cms/wp-content/themes/shihoren/activity/pd
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よ」と承諾します。これで契約が成立します。で、契約というのはそもそもどん

な契約をするのか、誰とどのように契約するのか、どんな内容にするのか、例え

ばたいやきは千円のたいやきでもいいわけです。たとえばたいやき屋でなく、ケ

ーキ屋さんで買ってもいいわけですけれども、その中で、このたいやき屋さん、

このおばさんのたいやき屋さんを選んでここで 100円のたいやきを買う、こうい

う契約をするという前提には、「契約自由の原則」があるんだよということを、

いつでもここで検討します。 

 コンビニなどでの買い物では、目の前で現金をやりとりしますから、あまり契

約の成立とその効果としての代金を支払う責任だとか、契約責任だとか権利義務

の発生ということがごっちゃになってややこしいんですけれど、でも、ここを分

解して理解させておくことで、契約は守らなければならないんだということをた

だ教えるんじゃなくて、なぜ、守らなければいけないのかということ。契約とい

うのは「契約自由の原則」の前提として対等な当事者同士がいる。その対等な当

事者同士が自分でじっくり考えて、たとえば、たいやきはこの材料だったら、100

円で売れるとか、今から３つだけだったら焼けるけど、10個になったら焼けない、

３つだったらいいですよと言いましたとか、じっくり考えたり、選んだり、お互

いに対等な立場で決めた約束だったら、お互いに約束したことは守ってくれると

いう信頼関係がある。その中で約束したことだから自分でできない約束、守れな

い約束はするはずがないという前提があるから、だから契約は守らなければいけ

ないんだ。対等な立場で契約したということがその背景にあると。 

 もう一つ、他人から強制されていない。無理矢理このたいやき屋さんで買わん

かったらあかんよ、みたいなことは言われてない。ここでは事業者と消費者の格

差の話は少し置いておいて、お互いに情報もわかっている。ここのたいやき屋さ

んやったら 100円の材料をきっちり使っているとわかって買ってるとか、情報に

ついても対等な立場でゆっくり確かめられる、強制されてないということがあり

ます。でも、逆に、対等な立場でなかったり、情報が不正確だったり、あるいは

他人から強制されていたりしたら、何か助ける法律があるんじゃないかな、ここ

が消費者が考えるときに立てるべきアンテナで、このときに直接使える法律があ

るんだろうか、なければ作っていくんだろうかというところに話を向けて、考え

を向けていくことができるようになります。 

 この基礎的な知識を身近な契約の事例で考えておいた上で、原則にかえる、考

えるトレーニングをさせたいということで、先ほどの自分で考えて対等な立場で

決めるということをよく考えさせるんですね。さきほどはたいやき屋さんの例で

したけれども、事業者と消費者というのはもともと、情報量とか交渉力とか資金

力とかに格差があります。格差があるのに対等な立場で契約しなければならない

というときに、消費者が対等に近づくために、この商品は本当に必要なものなの

か、ただ欲しいだけのものなのか、契約相手や内容について情報は確かかなとい

うことを、しっかり考えないと対等な立場に近づけないのねというふうな説明を

していきます。 

 例えば、無料であげるっていう話がありますけど、無料ばかりでは利益がでま

せんよね。でも、例えばお店の人が何を期待したのかというと、別の有料の契約

をしてもらいたいという思いがあるわけです。これ自体は悪いことでは全然ない

ですね。たとえば先着100名様に粗品を配って、そのついでに店の前に並べてる

お店のおすすめ商品を買ってもらえることはすごくありがたいわけです。体験コ

ーナーで、体験指導に参加してもらって、あ、いいなと思ったら学習塾に契約し

てもらえばありがたいわけですね。でも、ここで消費者は強制されていません。

無料であげるから、この契約をしろとは言われていない。無料の契約のものと、

有料の契約のものは別の契約ですと。有料の契約をする場合は自分の責任を別途

に考えないといけない、無料であげる契約というのは自分にはお金を払う責任の

ない契約だけど、別の有料の商品を買うときには自分の責任を考えないといけな
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い。ということで、無料であげるというときに別の契約をするのかどうか、よく

考えるということを、「ただより高いものはない」と教えるよりも、こういう教

え方をした方が、原則から考えるということで、応用が効いていきますよねとい

うことです。また、例えば、他人から強制されていないかということですけれど

も、キャッチセールスが危ないよと教えるんではなくて、このキャッチセールス

で連れて行かれる場面で、本当に相手を選べているんだろうか、十分考えている

んだろうかと考えさせます。あとは、半分だけ化粧されて、ああというところで、

あと、相手選べますか、選べる自由があるのかということで、ここで振り返りを

させるというふうに、原則から考えるということでやっていくわけです。 

 私たちはよく、啓発講座をしに行きますと、「うまい話はありえないから断ろ

うね」と言うんですけれど。それから、「確かめようね」とか、「わからんかっ

たら相談してね」とかいろいろ言うんですけど、ただ「断る」「確かめる」「相

談する」というそういう言葉で説明するだけではなくて、なんで断るんだろうか

と。実は断るというのは、相手と対等じゃないと断れませんよね。相手に悪いか

ら、ちょっと言いにくい、と思ったら、その時点で対等じゃないわけです。でも、

契約というのは対等な立場でするものなんだから、きっぱり断って構わないとい

うところを理解させる。確かめるというところも、確かめていくことで強引だと

気付いたり、他と比べられないと気が付いたり、あるいは被害情報があると気が

付くことができるよねと。で、わからなったら相談というのもありえますよねと

いうふうに。相談することについて、今度は、意思決定、行動選択というトレー

ニングというところにつなげていくように仕向けます。 

 ということで、意思決定、行動選択のトレーニングなんですが、実は、調べる

とか相談するというのも、とっても大事な行動選択の第一歩だと思っています。

そういう自分の行動に対する意味づけをしていくことで、何度もトレーニングを

するということで育てていきたい力がつくわけなんです。「消費者市民」という

言葉が出てきましたけれども、消費者としての行動を通じて、よりよい社会づく

りに参加していく消費者になろう、例えばどんな商品を買いますかということで、

例えば無農薬の商品を消費者がみんなで買い出したら、世の中っていうのは無農

薬の野菜をどうやって作るか、無農薬の商品をどうやって新鮮なまま消費者に届

けるかということで、社会が考えられ、作られるようになっていくと思います。 

例えば、子どもがケガをしない商品を作ってほしいという意見をたくさん言うよ

うになれば、たとえ大人が使う商品であっても、それを幼児が触れることもふま

えて幼児がケガをしないような設計というのが入ってくるかもしれません。そう

いうふうな社会が作られていくかもしれません。そのように買い物ということを

通じて、あるいは、商品に対する意見を発信するということを通じて社会を作っ

ていく、そういう消費者になりましょうという考え方なんですが、この部分で、

例えばトラブルの情報を集めて被害を防いでいくとか、そのトラブル情報を集め

て法律を使っていく、あるいは、作っていくという行動をしていく、こういう形

で消費者が行動をしていくこともありえます。ということで、相談の意味づけを

していきます。相談をするということは相談窓口で相談しますと、本人にとって

は、法律ですとか専門家ですとか解決方法という情報を得ることができます。そ

の結果、自分はどういう意思決定、行動選択をしていくのかというのかというこ

とについて指針を持つことができます。そこで法律を使ったり、裁判で解決する

ということを通じて自分を守っていくことの第一歩を踏み出せる、そういう意味

を持っています。と同時に、相談窓口は相談の情報の受付窓口でもあります。こ

こに被害の情報が集まりますと、さきほど申し上げました被害情報が集まったり

ですとか、あるいは適格消費者団体に情報が集まると差し止め請求と言うことで

消費者の代表としての行動が行われたりもします。その中からもっといい制度を

作るとか、もっといい法律を作るという動きにもかかわってくると思います。私

たちの相談は、どのような消費者の相談であってもそれがみんなを守る行動の第
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一歩になるんだということで、相談をするという行動、その一つひとつにとても

大きな意味があるんだということで、意味づけをしていったりします。 

 こういうのが私たちの考えている法教育としての消費者教育の実践のイメージ

です。もちろんこれだけがというわけではありませんけれども、それぞれの場で

工夫していただいて同じように意思決定、行動選択トレーニングにつながるよう

な原則学習をすすめていただけたらなと思います。  

 それでですね、共同研究会ではこういうふうな「法教育としての消費者教育」

のイメージを確定させた上で、学習指導要領の改訂によって新教科書が作られた

んですけれどもその新教科書が「法教育としての消費者教育」の教材となりうる

のかということで、中学校、高等学校の家庭科、社会科、社会科は高等学校は公

民科というんですけれども、その教科書がどのように活用できるのかということ

について調査しました。詳しいことは日本消費者教育学会誌「消費者教育」です

とか、共同研究の報告書にいろいろ出していますので割愛しますけれども。特に

家庭科の教科書に如実に表れていたんですけれども、契約についての説明が図解

されていたりしまして、契約の意義、成立、権利義務の発生などが説明しやすく

なってたりですとか、消費者の対等性がイメージしやすい絵が用いられていたり

とか、「現代社会」の一部の教科書では私法の三大原則から説き起こしたりとか、

そういうふうな教科書も出てきたりして、すごく原則学習が取り入れやすくなっ

た。さきほど私が申し上げた「原則からの思考トレーニング」にかかわっても、

例えば家庭科では商品の情報を収集したり、支払方法を検討したりというところ

で特にすぐれた教材がたくさんありますし、悪質商法の問題点ですとか、消費者

保護法制の制度趣旨なんかを考えるところも入っています。意思決定、行動選択

トレーニングにも使えそうなということでも、ご覧のような題材がたくさん入っ

ていまして、私たちが考えているような授業をやろうと思ったら、やれるよとい

う可能性がたくさん、今度の教科書に表れていました。 

 教科書調査からわかったことなんですけれども、中学校、高等学校の社会科、

家庭科で「法教育としての消費者教育」の授業を仮に私たちがやってと言われた

ら、とってもいろんなことができそうだと。題材を活用したり、ひと工夫すれば、

容易に実践しうる条件が整ってきたといえますよということがわかりました。と

は言っても、家庭科では詳しく、身近な事例を使って詳しく書いているけれども、

社会科では原則とか、理論面から書いていたりとか、あるいは家庭科では消費者

被害の事例がたくさん載っているけれども、社会科の方に司法制度やＡＤＲのこ

とが載っていたりですとか。いろいろ教科の編成のことがありまして、相互に補

い合う必要があったりですとか、あるいは両教科のそういう書きぶりだからこそ

の特性を活かした連携が考えられるかなということがあって、教科間連携を社会

科と家庭科ですると、両教科の特性を活かして相互に補い合う学習効果がありま

す。以前の研究会（注：2011年５月 22日開催第３回定時総会記念研究会）でも

申し上げたんですけれども、社会科、家庭科の必履修の時間がすごく少ないんで

す。高校でいうと３年間のうちの１年間週２時間ずつ、家庭基礎と現代社会の授

業をやれば、もうそれで必履修は終わりだから、二度と習わなくてもいいという

ようなこともありうるんですね。その少ない履修時間の中で他にもいろいろ勉強

することがあるにもかかわらず。でも「法教育としての消費者教育」をやってほ

しいといったときに、両教科が連携し合うことで少ない履修時間を工夫し合う方

向になりうるんじゃないのかなと考えたわけです。 

 ところが、実際はそう甘くはありません。学校の先生方、今、本当はどうなっ

てるんですかということで、この共同研究の中で近畿２府４県の家庭科、社会科

の教員対象調査ということをやりまして、大阪教育大学の鈴木真由子先生、大本

久美子先生が中心に研究されたんですけれども、これ（注：画面）が中学校、レ

ジュメには画面を印刷していないんですけれども、中学校の先生方、家庭科、社

会科でどのくらい消費者教育に時間を充てていらっしゃいますかということで、
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がんばってる先生は10時間とか家庭科でやっていらしゃっるんですけれども、平

均で、家庭科で5.8時間、社会科で2.2時間。実は、これくらいあったら消費者

教育として自分的に満足できるよねという必要時間についても調査しましたら、

家庭科は2.6時間、社会科も３時間くらいは足らないという感じです。高等学校

は、がんばってらっしゃる先生は10時間くらいというのもあるんですけれども、

多くの先生は社会科で２時間～４時間、家庭科は５時間くらい充てているような

んですけれど、必要時間と比べていただいたら半分くらいしかない。この中で「法

教育としての消費者教育」をやってくださいと言っても、すごく負担感があるだ

ろうなと思うんですね。実際に先生方に「連携についてどうお考えですか」って

聞いてみましたら、連携は必要だという先生方が７割、８割いらっしゃるんです。

ところが実際に実施している教員の割合といいますと、中学校では８％ぐらいで

す。高等学校になると見るも無惨です。（注：レジュメ３頁右下。以上の元デー

タは、共同研究会報告書120頁参照。） 

 どうして連携できないのでしょうか、課題はなんですかといいましたら、「話

し合いの時間がとれない」「授業時間が不足している」「連携モデルがなくイメ

ージができない」、これが三大理由になりました。実際に社会科と家庭科が教科

間連携をすると「法教育としての消費者教育」はすごく進みそうなんですけれど

もヒントが必要だなということで、日司連、近司連、大阪教育大学の共同研究と

して、二つのヒントを考えました（注：レジュメ４頁左上）。もう一つ、私と田

實さんと古川さんの司法書士法教育ネットワークメンバーで考えたのが、去年（注

：2012年）の４月から公開している教材「‘法’と親しくなろう」（注：下記リ

ンク参照）ですけれども、みなさんご覧いただきましたでしょうか。 

http://laweducation.sakura.ne.jp/textbook_for_junior_high_school.html 

 具体的にどんなものですかということで、まず、共同研究会でしましたのが、

連携の時期についての提案です。連携といいますと、上のグラフ（注：レジュメ

４頁右上）を見ていただきたいんですけれども、例えば中学３年生で習う社会科

の公民的分野と、中学３年生の技術･家庭科の家庭分野で同じ時期に合わせて同じ

ようなテーマでやりましょうとか、履修時期を同じ時期にするモデル例というの

が、連携モデルといったときぱっと頭に思い浮かぶと思うんですけれども。大阪

教育大学附属天王寺中学校と附属高校天王寺校舎のご協力をいただいてやりまし

たのは、中学２年の技術･家庭科家庭分野で契約の授業をする。中学３年の社会科

で契約の授業をする。で、高等学校の１年生の政治･経済で契約の授業をする。結

局は間に合わなかったんですけれども、高校２年生家庭科でまたやる。１年ごと

に繰り返すという連携モデルを考えてご提案したんです。この連携授業をする中

で大学教員と中学の家庭科の教員、高校の公民科の教員、私たち司法書士とでど

ういうふうに授業を進めようかと話し合いをしました。 

 これ（注：共同研究会報告書34-39頁掲載の「資料試案」の画面）は、真ん中

に私たち司法書士がこういうふうに契約や消費生活のことで教えてほしいんだと

いう話を並べました。一番上の点線より上の欄は、高校の公民科の先生が、これ

も絶対はずせないということで足された、歴史的分野の背景から入るというとこ

ろです。縦軸に、教えないといけないことを全部並べまして、それについて、こ

れは中学校の例なんですけれども、左側が社会科の教科書、右側が家庭科の教科

書のどの単元がどこにあたるんですよということを一覧表にしたものなんです。

で、左から社会科、真ん中が生徒に理解してほしいこと、右が家庭科という並び

になっています。一方、私たち３人が提案したのは、教え方のモデルなんですけ

れども、中学生に私たちが説明するとしたらどうなるんでしょうといったところ

を読み物教材にしたものです。 

 先ほどの附属天王寺中学校での連携授業のことですけれども、中学２年生と中

学３年生は同じ学年が持ち上がりで、同じ子たちが家庭科と社会科でこういう授

業を受けました。３年生の７月に社会科の授業を受けた後、２学期の９月に効果

http://laweducation.sakura.ne.jp/textbook_for_junior_high_school.html
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測定のアンケートを実施しました。双方の授業に出席してくれた 156人について

調査したんですけれども、結構効果があったんです。家庭科の授業を受ける前か

ら、家庭科と社会科の授業の関連に気が付いていた子もちょっとはいたんですけ

れども、社会科の授業を受けてはじめて気が付いたという子が64％です。最後ア

ンケートをとるという形で復習をしたんですね。家庭科と社会科と同じことをや

ったんだよと、アンケートという形で質問したんですけれども、質問されるまで

気付かなかったけれども、質問したら気付いてくれてるんですね。だから効果測

定のための復習の宿題を出すとか、試験にするとかという形で、定着させていく

こともできるし、家庭科と社会科で違う視点、違う時期に学習したことがわかり

やすかったという子が６割ほど、同じ時期、同じ学年で学習した方がわかりやす

かったという子が３割いますけれども、一定の効果が見込まれるんだということ

がわかりました。これは１時間ずつしか授業していないんです。家庭科の先生は、

同じ契約の基礎的な話をして、意思決定とか意思決定過程、契約を締結するまで

の意思決定に重点を置いた授業をされて、社会科の先生はそれよりも近代市民社

会というのが個人の対等だとか、自由だとかいうことから出てきたんだよという

ところから話をされて、かつ、契約の成立については家庭科のロールプレイイン

グでやったよねというふうなことで振り返らせた。これだけの工夫だったんです

けれども、それでもこれだけの効果が出た。両教科の先生方がお互いの授業のこ

とをわかって、認識を共有して、互いの授業内容を把握していれば、必ずしも履

修時期が一緒でなくても一定の学習効果が上がると。 

 ところが、知識の定着というところでは、若干課題がありまして、２割程度の

生徒さんがちゃんと理解できてたんですけれども、それ以外の生徒さんはちょっ

と時間がたつとだめやったのかなあと。まだ分析が不十分なんですけれども、さ

らに高校でも連携していくという形をとるとか、何か工夫をすることで解決して

いけるんじゃないかなと考えています。それで、高校生対象の追加調査を実施し

て、さらに対策とか改善を図るということも検討した上で、提案していこうとい

うのが今年の研究テーマです。実態調査の結果、担当教科の先生方がなかなか連

携が必要と感じながらも連携できていないという実態をふまえまして、先ほどお

示しした学習内容関連づけ資料ですけれども、一方の教科の先生単独でももう片

方の教科の学習内容がどんなだということを自分で把握できれば、勝手に連携が

できてしまうという、そういうふうな資料を提示して、連携していく方法が有効

じゃないだろうかという方向で、一例として資料試案を作ったという形です。 

 最後はですね、こういうふうに一方だけでも勝手に連携ができるんだよと言い

つつも、でも、それだけではまだやはり個々の教員の力量まかせということにな

ってしまいますので、教え方のイメージをわかってもらえるような、生徒向けに

教材を作成して、それを読んでいただくことで、指導方法をイメージしてもらえ

るような教材作成提案型の支援も有効なんじゃないかということで、読み物教材

を提案させていただきました。 

 このように私たちは、今まで出張法律教室ですとか出前講座という形で、いろ

いろ講師活動をしていくという形で学校教育にかかわってきたんですけれども、

この10数年かけて培ってきたものをまとめまして。私たちが出前に行くだけでは

限界があります。そこで、学校教育を実際に担っている先生方にヒントとして私

たちが考えていることをお伝えして、その、学校教育の中できちんと取り組んで

いただく、その中で相談できる子どもさんたちというのを、共に育てていくとい

う、そういう支援のあり方もあるんじゃないかということで、多くの先生方に、

私たち専門家が学校に行けなくても、こういう教材提案とか、指導方法の提案と

いう形で、いろいろメッセージを出していけるのではないかということをご提案

して、私のご報告にさせていただきます。ありがとうございました。 
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司法書士法教育ネットワーク 第５回定時総会・記念研究会 

消費者市民を育てる消費者教育と法教育 ～消費者教育推進法の制定を受けて～ (6-6) 

  2013 年 6 月 16 日(日)午後 1 時 45 分～午後 4 時 40 分 京都司法書士会館 にて 

 

登壇者：田實美樹氏  司法書士 司法書士会法教育ネットワーク事務局 

    前田道利氏  司法書士 奈良青年司法書士会法教育委員会委員 

    大野栄司氏  司法書士 大阪司法書士会法教育推進委員会前委員長 

    沖本真由美氏 司法書士 広島司法書士会会員 

    小牧美江氏  司法書士 近畿司法書士会連合会法教育推進委員会前委員長 

進行役：浅井健氏   司法書士 司法書士法教育ネットワーク事務局次長  

 

（６） 

⑥ 登壇者意見交換・会場討論「消費者市民を育てる消費者教育の展望」 

 

浅井   では私、浅井が司会、進行をしていきたいと思います。会場の方からいただい

た質問を読ませていただきます。まず、沖本さんの高齢者向け消費者教育の報告

について質問がきております。 

 講師の確保が課題と言われておりましたけれども、一般会員への呼びかけとか、

年１回講師になるための研修とかをしておられるが、なかなか効果がないという

ことなんですが、講師の選定について広島ではどういう取組をされているのか聞

きたいとのことです。 

 

沖本   講師の件ですけど、広島でも年に１回、高齢者対象の講座について講師向けの

研修をやっております。ただ高校に出向いてしゃべるのとちょっと違いまして、

どちからというとざっくばらんな話ということで司法書士には説明しています

が、実際に、人前でしゃべるということがあまり得意でないでない人たちも多い

ので。まずは、司法書士なので１対１の相談ってよく受けているじゃないですか。

それが１対多になったとたんにひるむという司法書士も多いので、そこをそんな

にむずかしい話をするわけではないので、楽しくお話をしてきて下さいというと

ころから入るようにはしています。行っていただける方というのは、決まった方

が繰り返しということになっています。その方たちの負担を考えたら、実は広島

の方でも講師になって下さる方を探すというのは課題になっているところでござ

います。あまり答えになっていませんけれども。 

 

浅井   大野さん、大阪の方ではどうですか。 

 

大野   大阪司法書士会の講師養成はですね、年に１回、講師向けの研修をやっている

んですけど、まず、法律講座に行く際に、見学制度というのを設けておりまして、

いきなり出たとこ勝負で行けというのはさすがにちょっとひるむ方が非常に多い

ので、まず、小牧先生とかの講座を見ていただくと。それでだいたい雰囲気をつ

かんでいただいて、大阪司法書士会のレジュメ等を見ていただいて講師ができる

という形で、講師養成を実施しているんですけど。なかなか先ほど沖本先生もお

っしゃるように、１対多数という形で、ましてや高齢者の方とかいうことになれ

ばまだ理解力もあると思うんですけど、高校生とかであればなかなか言葉も噛み

砕かないといけないということもありまして、ちょっとむずかしいという方もい

らっしゃいますので、そのへんは若干場数を踏んでいただき、やっていただいて

なんとか克服していただくという形になっています、今のところは。 

 

浅井   前田さんのほうはどうですか。 
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前田   奈良は先ほども申しましたとおり、非常に遅れた地域でして、授業自身もほと

んどないので、講師に困る段階までいってないので、まだ、困ったことはないで

す。 

 

浅井   京都会では法教育での講師養成講座ということで、年１回くらいさせていただ

いているんですが、やはり、沖本さんが言っていらっしゃったとように、前に出

てしゃべるのが苦手という方がほとんどなので、徐々に徐々に慣れていっていた

だくというのが、必要なのかなということで、やはり場数をふんでいただかざる

をえないのか。あと、教材作りのところにかかわっていただくことで、自分の伝

えたいという気持ちが、伝えたい気持ちがなかったら絶対伝わらないので、それ

をメッセージとして持っていただくということを考えております。あまり参考に

ならなかったかもしれませんが。沖本さんどうぞ。 

 

沖本   広島に高齢者対象ではないんですけれども、高校生対象の講師養成も年１回や

っておりまして。ある年の講座で、講師が結構増えた講座が、実際現場の高校の

先生に来ていただいて、こちらから出向いて講義をする際の、生徒さんがいった

い何を考えてるのかとか、どういふうにしたらうまく伝わるであるとか、その講

義をしていただいたときには、とても好評でした。 

 

浅井   そういったところというのは法教育、消費者教育をしていく場に対しての対応

ということで、今回前田さんの方は児童養護施設、大野さんは特別支援学校、沖

本さんの方は高齢者向け地域包括を中心にということで、場に応じたニーズとい

うんですか、特性もあるし、必要とされることが全然違うということがあると思

うんですけど、やはりそのあたりというのは事前の打ち合わせで、前田さんの方

は児童養護施設に行っていただいて先生方との打合せをされた、大野さんのほう

は現場に行って実際の授業を見てこられたということなので、そういったところ

の取組、積極的にかかわるという必要性もあるのかなと思いましたし、今後も実

践していかないといけないと思います。 

 続きましての質問の方ですが、前田さんの方から児童養護施設での理想の家計

収支というお話がありましたが、「理想」とはどういうふうにとらえておられま

すかということです。 

 

前田   理想ですね。理想の家計収支表という名前にしたのは、・・・なんででしょう

ね。あなたたちが理想だと思うものを作ってねという感じ、こちらが理想を掲げ

るんではなくて、子どもたちが、あなたたちはどんなものが理想だと思いますか

ていうのを考えてね、というメッセージを多分こめたんだと思うんです。考えた

のは私なんですけど。（会場笑い）多分そういうふうなことを考えてこういう名

前をつけたように記憶してます。 

 

浅井   そういう個人で考えて、グループになるのかな、グループ討論した上で、理想

の家計がこれだったという結果が、じゃあ理想だったんだけれども現実はどうな

のというところでの教育ができたらという趣旨もこめてあったのでしょうか。 

 

前田   そうですね。あなたがたが考えるというメッセージですね。 

 

浅井   あなたがたの理想と現実の社会、いわゆる契約とか収入と支出のバランスを考

えさせていくということでしょうか。ありがとうございます。 

 つづきましての質問ですが、小牧さんの方がいいのかな。社会科と家庭科の教

育の連携であったりとかで、得られた知識の実践というところです。コンシュー

マーシティズンシップというところで２点がありまして、参加することと消費者
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市民社会を形成していく部分があったと思います。お客様相談室での実践を聞か

れたことがあったそうで、社会との接点とか、子どもたちが外に出て行って現場

に触れるべきなのかというところとか、そういうコンシューマーシティズンシッ

プについて考えておられることはありますか、ということです。 

 

小牧   お答えになるかどうかわからないのですが、今、日本消費者教育学会関西支部

で関西地区の消費者教育の実践を集めた冊子を作ろうという取組みをしているん

です。小学校から高校までを含めていろんな消費者教育の中で消費者市民を育て

る発想を持てばもっと膨らむなという実践がたくさん紹介されていてびっくりし

ているんですけれど。例えば小学校１、２年生で「生活科」という教科があるん

ですけれど、そこでこんな話があります。おもちゃで妹がケガをした、お兄ちゃ

んはどうしたらいいでしょうというような紙芝居があるんですよ。当然ケガした

わけだから治療をしてあげないといけないよねと。普通はそこで終わっちゃうん

ですけど、このおもちゃで、ほかの子がケガするかもしれないと、はたと気がつ

いて、お店に言いに行こうということになるんですよ。お店に言いに行ったら、

お店の人は、いい意見を聞きました、会社に言いますということで、会社の方で

こういう商品だとケガをするから、使い方としてはこう使って下さいと説明する

とか、商品の改良につながっていくかもしれませんね。 

 で、例えばその冊子にはないんですけれど、小学校５、６年生で調理実習があ

りますよね、家庭科で。その中で、例えば冷凍食品を使った調理実習があるんで

すけれど、パッケージを見てみよう、わかりにくいところはないかな。では、こ

う改善したらどうだろうという意見をまとめて、うちのクラスの意見というのを

お客様相談室に電話してみようという取組がありまして。実際には教師が根回し

しておくんですけれど、お客様相談室にうちのクラスで話し合った意見を言うわ

けです。そしたら、ある意見に、とてもいい意見なので会議に諮るようにします

みたいな答えがあって、それを教室みんなで聞けるようにしている。そういう授

業の中で消費者として何か意見を出す、消費者として苦情ですとか、ケガをした

と苦情を言うことがその会社を動かすとか、商品を改善するとか具体的に社会に

かえってくる、自分の行動がかえってくるということを体験させる。あるいはそ

ういうことがかえってくるだろうということをイメージさせる授業なんかもして

います。そういうふうに今までの授業の中でも、ちょっとひと工夫することでい

ろんなことができるんだということがイメージできるような本が作られようとし

ているんですけれども、同じように消費者として今度は「法を使う」ということ

はどういうことだろうとか、ただ消費者被害にあったら相談に行こうねでやめな

いで、相談の先を見て、どんなふうに相談情報が使われていくんだろうかといふ

うなことを見通すような力を持った授業をしていくことが、これから求められる

消費者市民を育てていくことにつながっていくんじゃないかなと。 

 もちろん学校教育だけでは担い切れません、というのが先ほどのライフステー

ジ別の体系シートだったんだと思うんです。さきほどの附属の中学生でも、２回

聞いただけではだめで、まだまだ効果として追求すべきところがある、となった

ら、もっといろんな場面で繰り返し、繰り返し契約の原則ってこうだよねと言っ

てく必要があるかもしれない。そんなことを考えるきっかけになるのかと考えて

います。 

 

浅井   最初に気付くということが必要であり、気付いた後に発信することが一番大切。

そして発信した後にそれが将来的にどう変わっていくのかが子どもたちに示して

いければ一番理想的なのかと思います。 

 今、集まっているのはこの３つの質問なんですが、質問された方々で補足で聞

きたいとか、いやこの部分が聞きたかったんですということがあれば挙手してど

うぞ。大丈夫でしょうか。 
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 他のご質問もあれば挙手してどうぞ。大丈夫でしょうか。 

 それではみなさんの豊富な発表をふまえてお話していきたいと思います。沖本

さんは場に出て行っていろんなことを発信するというのは必要だというようなこ

とをおっしゃったんですけど、実際、ＤＶとかいろんなトラブルを現場で聞くと

きに、こう発信してほしいという、多分気付きがあって、地域包括の人とか支援

されてる人たちがいっぱいいらっしゃって、発信するためにこういった手段があ

るんだよといったことは、レクチュアしたりとかいうのはどういう形かなという

のが聞きたいんですけれど。 

 

沖本   まずは、広島にも相談センターがありますので、その紹介は当然なんですけれ

ども、じゃあ相談センターに電話をして、それを訊いていいのかという、相談の

前提で判断してしまい、これは法律問題じゃないからやめておこうとか、それは

しないで下さいということですね。ちょっとしたことでいいので、電話をしてく

ださい。例えば相談センターでしたら、どこの会にもあると思いますし、ちょっ

としたことでもいいから連絡をまずしてください。例えばそれが司法書士の職務

を超えたものであったら、適切な機関にこちらから紹介することも可能ですから

ということをなるべく最初にお伝えしています。 

 

浅井   どこでもいいからということですね。 

 

沖本   窓口はどこでもいいから、とにかく何かを発信して下さいと。 

 

浅井   そこでなにかにつないでもらえたら一番理想的だなと。まずは伝えようと。 

 

沖本   とにかく声を出してみようと。 

 

浅井   そういったところが必要と言うことですね。 

 場の部分、出て行って、高齢者のところへ行こうということでしたが、前田さ

んは児童養護施設に行かれたとき、言ってみれば環境が一般の子どもたちと違う

ところにいますよという、もともとは簡単にお金の部分から着手していこうとい

うことだったんです。今、このような報告を聞かれて、次にアクションするとし

たら、どういった方向で考えていますか。 

 

前田   児童養護施設は継続的に行っていますので、実は、去年、熱心なところと、あ

まりそうでないところとありますが、熱心なところは繰り返し、もう２回目も行

っています。２回目同じことをするわけにはいきませんので、別の教材をすでに

作って１回やってるんです。テーマにしたのは携帯トラブル、出会い系ではなく

て、アルバイトしませんかってやつです。 

 お金を振り込んだらアルバイトを教えてあげるというやつです。日頃えらそう

なことを言っている先生がいとも簡単にだまされていく寸劇を見てもらうとい

う、子どもたちにとってはとても溜飲が下がる寸劇を見てもらったんですけれど

も。 

 それを見てもらった後、グループに分かれてこんなとき、どうしたらいいです

か、どこに相談しますかとききました。消費生活センター的なところに行くと、

学力の高そうな女の子が言っていたりとかしました。施設の先生とかには相談し

ないのと言うと、しないと言ってました。なにかその外部の警察とか言うてまし

たけれども、外部に相談しなといけないということは何か伝わったようでした。 

 今後という話でしたので、では、３回目どうするかという話になっていて、３

つ作って３回で回しておいたら、まあ重ならないかなということで、もう一つ作

ろうということで最初に目標を決めていますので、次は例えば交通事故を題材に
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したやつを作ろうかなとか、みんなで考えているところです。 

 

浅井   最初のお金の話から、アルバイトの悪質商法的なところ、次は交通事故を考え

ているということですね。テーマとしてニーズは児童養護施設ではかなり多くて、

京都の方では労働の話をしてほしいと言われたりとか、賃貸借契約の話をしてほ

しいと言われました。ニーズはあるのでそれをこれからぐるぐる回していけば、

年間、最初の基本の方からつなげていくことができるのかと。 

 逆に大野さんのところで言いますと、同じことを繰り返し、繰り返しという、

非常に特性があるところなんですけれども。そこでいつまでたってもやめられな

いとお聞きしながらも、今後の展開とかはどうでしょう。逆に先ほどの打合せの

中では、子どもさんだけではなくて、親御さんに対する支援とかやっていかなあ

かんのかなあとおっしゃっていました、そのあたりのことはどうですか。 

 

大野   特別支援学校の法律講座を毎年している中で、よく学校の先生から、ＰＴＡも

含めて、保護者の方に対する法律講座もぜひお願いしたいと言われています。こ

ちらから保護者の方にやりますよという形で打合せまでは行くんですが、まだ、

実現はできていないというのが現状です。 

 なぜそういう話が出るのかというと、現場の先生の話を聞くと、要は保護者の

方が知的障害の方もいらっしゃるということで、そういうトラブルが保護者の方

にも結構あるんだと。そこで学校の先生に連絡がきたりだとかいうことがあって、

結局、もちろん生徒さんもそうなんですけれども、保護者の方と一緒に、そうい

う法律講座を開ければ、より効果的じゃないのかというところで言われたことが

ありますが、実現はできていません。 

 先ほどの休憩時間にセキモト先生ともうちょっとお話させていただきまして、

これからの特別支援学校の教材作りという形で話をさせていただきたいんですけ

れども、労働問題ですね、結局、支援学校の生徒さんが例えば社会に出て工場と

かで働く場合とか結構あるみたいなんですが、そこで昔事件があったんです。給

料を差し引かれているというか、そういう事件で手元には全然お金が残っていな

いという。そういうことに気付かないというのが非常に、気付かないというか、

最低限、給料の明細の見方とか、本来必要なんだけれども、実際にわからないと

いう言い方は悪いんですけれども、そういう形で問題が起こったということがあ

りましたので、これから労働問題の講座を進めていければなと思っています。 

 あと、児童養護施設の話が出ていたと思うんですけれども、私は児童養護施設

の法律教室というのをずっと進めているんですけれども、その中で、先ほど沖本

先生がおっしゃいました、なんでも相談しないと、児童養護施設の生徒さんは１

８歳になったら、施設を出て、親御さんとかの相談できる人が非常に限られてい

るんですよ。そのとき、なんでもいいから相談して下さいと言っておかないと、

抱え込んでしまって。事例を聞かせてもらったら、家で電話も出ずに、なんにも

食べずにずっと１か月間いたとか、そういう方もいらっしゃるんですね。それで

ぼくらが昔やったことですけど、カードの形で財布に入れられるようにして、何

かあったら電話するような、法テラスの番号とか、役所の相談センターとか、そ

ういうのを書いたカードを、１８歳の退所後に渡して、なんかあったら絶対ここ

に電話してください、何でもいいです。法律の問題かどうか、わからなくてもい

いから。何か困ったことがあったら、ここに電話したら、行き先、法律相談じゃ

なくても、こういう相談だからここに問い合わせたらいいよとか。導いてくれる

じゃないですか、相談センターに電話したら。そういう形で、絶対にここに相談

しなさいというのを作りました。以上です。 

 

浅井   そういう養護施設の方々に向けて、相談先、何かあったら必ずアクション起こ

すんだよということを伝えるということですね。 
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 あと、小牧さんには、学校教員の方々に対して現場に出向いて接触を増やして

いければということについてお伺いします。どちらかというと３人の方々は地べ

たを這っているようなお話しでしたが、小牧さんの提案は理想的には、本来こう

あるべきだという教育のところをおっしゃったと思います。学校ではレベルが違

うところ、それぞれの高校、中学校の特質であったりとか、生徒さんの個性とか

いろいろ違うところがあると思いますが、そういったところで、個別の学校教師

の方々と対話していくのか、あるいは、もう少し大きな組織、学校教師の団体に

アクションを起こしていくのか、どちらがいいのか、次のアクションの考え方は

ありますか。 

 

小牧   やはり小中高校生期の子どもたちと日常的に接している、一番教育にかかわる

方というのは、やはり学校の教師のみなさんですよね。その学校教育の場でやは

り、私、何度も申し上げて法教育の本当に基礎的な法的リテラシーは何かという

と「相談する力」だと思っています。その相談がどのようにつかわれるのかとい

うことの理解も含めて、相談する力が育ってほしいなと考えていて、ただ、みな

さんおっしゃっていたように、どこにどんなふうに相談してもいい、そう伝えな

きゃとおっしゃってましたけど、本当に「相談しなさいよ」だけでは相談できな

いんです。なわとび飛んでみてというだけではできないのといっしょで、練習し

ないとあかんのです。 

 じゃあ、相談ってどうやってするというと、どんな話でも相談した窓口がそこ

が専門と違ったら適切な窓口に回してもらえるなんて知りませんからね。親切で

はない窓口もいっぱいありますから。そういうときに剣もほろろの相談窓口にま

ぐれであたってしまったらどうするのよ、というところも含めて、そんなところ

ばかりではないという情報も出しておかないといけないかもしれませんし、相談

をするときにどこからどうしゃべったらいいのよというようなところが、まとめ

られない子がいっぱいいると思うんです。何を要点にしゃべればいいのかという、

国語の力ですよね、国語の先生の力が絶対に必要だと思いますけれども、そうや

っていろんなところで、かかわってくる教師の方がいらっしゃると思うので、そ

の方々に、こういう目的を持って子どもたちを育ててほしい、そのために教科で

できることをやってほしいと私たちは伝え続けていきたいと思います。 

 学校教育だけではできないのは当然なので、例えば学力的にたいへんなお子さ

んたちがいらっしゃる学校で相談に行きましょう、はいそうですかと言ってもな

かなかそういう力が育たないかもしれません。でも、その中でも、相談にいって

も大丈夫、ひとりでもそういう子が育ったてくれたら、他に相談に行けない子ど

もたちを、友だちが困っているときに、例えば法テラスに連れて行ってあげられ

るような人を育てたいと。ちょっとがんばれる子たちには、相談する人を支援す

る人になってほしいという視点をもって育てていければいいんじゃないかという

ことも考えているんです。 

 「相談していいですよ」というときには、できるだけ具体的に、先ほどのパネ

ルでは相談することの意味づけをしましたけれども、意味がわかったら、今度は

どうやって相談するかということで、具体的なテーマをもってお話するときには、

例えば、ＤＶの相談だったら、こういうメモを持って行きましょうとか、証拠と

したらこういうものを残しましょう。あるいは、残業代の請求をしたいという子

やったら勤務時間の記録をとったものを残しておきましょうとか、具体的な相談

の材料を作ることとかも話をする必要があるかもしれません。 

 でも学校の先生方が基礎的なお話をしておいていただけると、私たちはより具

体的な話を持って現場の声を学校に伝えに行けるのではないかとも思っていま

す。そういう意味でいろんな先生方と共通の言葉を持ちたい。例えば沖本さんが

地域包括支援センターのみなさんとお話をしにいくということは、地域包括支援

センターのみなさんと高齢者の問題について共通の言葉を持とうとされてるんだ
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と思うんですけれど、同じようなことを私たち、学校に出かけていってやってい

くべきじゃないかと。また、個々の学校の先生方とのつながりもそうですけれど

も、例えば私や田實さんがやってるみたいに日本消費者教育学会のような研究学

会に参加してメッセージを伝えていくとかいうことも大事でしょうし、例えば機

会があれば教員養成の学校とか、若い人たちに法教育とか消費者教育の意義をお

話しして、担い手になってもらうことも意図してお話しさせていただいています。 

 

浅井   ありがとうございます。学校でのそういった気付きを発信してもらう、相談を

するということから、我々司法書士は、こういった相談にはこれこれこういうこ

とだよという知識とかも教えていって、最終的な解決に結びつけていくのも重要

かと思います。 

 そういった意味でわれわれ司法書士法教育ネットワーク、今回のテーマという

のは、実際に場の特性、消費者の特性、それぞれの違いに応じての実践という形

で報告させていただいたんです。それぞれ共通することというのは、現場とのコ

ミュニケーション、現場のニーズをきっちり把握しながらやっていくというとこ

ろだと思います。いろんな経験をするとき、じゃあどうしようといったときには

司法書士法教育ネットワークなどの情報を今後どんどん活用していっていただけ

たらありがたいなあと思います。 

 時間もありますのでそろそろ終わりになろうかと思います。最後に登壇者の方

から、ひと言、ふた言ずつ、前田さんから順番に言っていただきたいと思います。 

 

前田   そうですね。相談する力の話、なるほどなと思いました。練習をする工夫もし

てもいいのかなと思いました。勉強になりました。 

 

大野   特別支援学校にしても、児童養護施設にしても行かせてもらって勉強させても

らってるんですけれども、最近は大阪司法書士会の法教育推進委員会では専門学

校からの依頼が結構多くなっています。私も昨年、きもの専門学校に行かせても

らいまして、そこでは、本当にきものの専門学校なので 20 代の方から 30、40 代

くらいの方まで、いろんな、基本的に女性の方が多かったんですけれども、その

中で本当に 20 代前半の方でも高額なきものを買ってクレジットカードとかで買

われる方もいらっしゃいますし、高校とかではクレジットカードの話というのは

実際持ってない方が多いのですけれども、本当にそこで 20 歳から 40 歳の社会人

の方が本当にリアルに高額な買い物をして、こんなトラブルになったという話も

聞かせてもらったりとかですね。あと、女性の方が多いということでストーカー

とかＤＶとかの話も知りたいという話もありましたので去年はじめて行かせても

らったんですけれども、今年はそういう話もできればと思っております。消費者

の方はいろんなニーズがあると思いますのでこれからもいろいろ、いろんな学校

等でさまざまな形態の講義に対応できればと思っています。よろしくお願いしま

す。 

 

沖本   先ほど小牧さんからお話があった、相談する力であったり、考える、発信する

力であったり、いずれにせよそこに行き着く前に、興味を持たないと考えない、

そういう力も身に付かないと思いますので、まず、興味を持ってもらう教材なり、

講義なりというところを工夫することが必要なのかなと感じました。以上です。 

 

小牧   今回推進法ができまして、推進法の基本方針を国でまとめているところですけ

れども、その素案の段階のものを見ていましたら、すべての国民は消費者である

ということをはじめに書いていまして、本当にいろんな場面で、私たち生まれて

からお墓に入るまで、消費者としていろんな部分で、いろんな問題に直面すると

思います。そういう人々と私たち、私たち自身消費者であり、消費者と接してい
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るということでいうと、自分が消費者教育と関わっていると気が付いていない人

たちも、消費者教育の担い手だと気付いてもらうということも大事。素案にそう

いう趣旨のことが書いてありました。私たち今まで、若い人たちの消費者被害を

防ごうというところから、消費者教育に関わってきたわけですけれども、まわり

を見渡してみると学校の子どもたちだけじゃない、いろんな消費者がいて、その

いろんな人たちと私たちは業務の中で関わっていて、その中で、中学校、高校で

培ったノウハウが小学校の基礎的な知識学習にも広がったし、場としてはいろん

な困難を抱えている人たちに向いた消費者教育にも目が向いてきたというところ

で、非常に発展してきたんだということも実感しています。 

 まだまだこの活動に参加してくださっていない司法書士のみなさんですとか、

今実際に消費者教育をやっているのに、あるいは「法教育としての消費者教育」

というふうな名付けでなくてもやってるのに、気付いていらっしゃらない学校の

先生方とかにぜひ知っていただいて、共に消費者教育、消費者市民を育てるよう

な消費者教育というのを作り上げていけたらいいなと思っています。本日は、あ

りがとうございました。 

 

浅井   ありがとうございました。時間になりましたので、これで研究会を終わりたい

と思います。最後に登壇者のみなさんに拍手をお願いいたします。（会場拍手） 

 


